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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近４連結会計年度に係る主要な経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は第４期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

３ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間基準）であります。 

   

  

                       

第一部 【企業情報】

回次 第１期 第２期 第３期 第４期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) ― ― ― 10,701,957

経常利益 (千円) ― ― ― 660,026

当期純利益 (千円) ― ― ― 358,258

純資産額 (千円) ― ― ― 1,213,249

総資産額 (千円) ― ― ― 7,316,563

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― 2,532.23

１株当たり当期純利益 (円) ― ― ― 1,240.76

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 1,175.55

自己資本比率 (％) ― ― ― 10.1

自己資本利益率 (％) ― ― ― 78.6

株価収益率 (倍) ― ― ― 47.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 444,583

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △611,227

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 2,231,722

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) ― ― ― 2,252,333

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕

(人)
―

〔―〕

―

〔―〕

―

〔―〕

145

〔84〕



(2) 提出会社の最近４事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 第１期及び第２期の売上高には消費税等が含まれておりますが、第３期及び第４期の売上高に消費税等は含

まれておりません。 
２ 当社は、平成15年４月10日設立のため、第１期は平成15年４月10日から平成16年３月31日の11ヶ月21日の決

算となっております。また、第１期から第４期までの最近４事業年度の記載となっております。 
３ 持分法を適用した場合の投資利益については、第１期から第３期までは持分法を適用すべき関連会社が存在

しないため、記載しておりません。第４期は連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。 
４ 平成17年３月８日付をもって株式１株を100株に分割しております。また、平成17年10月28日付をもって株

式１株を３株に分割しております。さらに、平成18年10月１日付をもって株式１株を５株に分割しておりま
す。 

５ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第１期は潜在株式がなく、当期純損失が計上されて
おり、また当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておらず、第２期及び
第３期は潜在株式がありますが、当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載し
ておりません。 

６ 第１期から第３期の株価収益率については、当社株式は非上場でありますので記載しておりません。 

７ 純資産の算定にあたり、第４期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 

８ 第４期のキャッシュ・フロー指標については、第４期から連結財務諸表を作成しているため、記載しており

ません。 

９ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間基準）であります。 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 24,029 898,025 2,429,404 9,576,426

経常利益又は経常損失 
(△)

(千円) △3,628 118,161 163,117 616,868

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) △3,692 70,699 94,484 332,647

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ―

資本金 (千円) 9,000 9,000 11,000 101,610

発行済株式総数 (株) 180 18,000 54,300 292,000

純資産額 (千円) 5,307 76,007 172,491 713,729

総資産額 (千円) 11,836 316,134 502,360 4,519,840

１株当たり純資産額 (円) 29,488.26 4,222.65 3,176.65 2,444.28

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)
―

(―)

―

(―)

―

(―)

─

(─)

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
当期純損失(△)

(円) △20,511.74 3,927.77 1,745.02 1,152.06

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 1,091.51

自己資本比率 (％) 44.8 24.0 34.3 15.8

自己資本利益率 (％) ― 173.9 76.0 75.1

株価収益率 (倍) ― ― ― 48.0

配当性向 (％) ― ― ― ─

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円)  △6,005 138,497 71,678 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円)  △573 △9,288 △17,543 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円)  10,400 △1,400 1,491 ―

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円)  3,821 131,629 187,254 ―

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕

(人)
1

〔0〕

8

〔0〕

16

〔8〕

37

〔23〕



２ 【沿革】 

  

 
                          

年月 事項

平成15年４月
健康食品の通信販売を目的として、東京都中野区に資本金9,000千円をもって健康コーポレーショ

ン株式会社を設立。

平成15年６月 自社ＷＥＢサイトにてインターネット通信販売を開始。

平成16年５月 インターネットショッピングモール「楽天市場」へ出店。

平成17年１月 本社を東京都中野区東中野二丁目に移転。

    ６月 健康ベーカリー株式会社を子会社化。

    12月 インターネットショッピングモール「Ｙａｈｏｏ！ショッピング」へ出店。

平成18年５月 札幌証券取引所アンビシャスに株式を上場。

    ６月 本社を東京都中野区中央二丁目に移転（現本社所在地）。

    ９月 健康アド株式会社を設立。

    10月 健康パートナーズ株式会社を設立。

    11月 健康アグリマリーンゲート株式会社を設立。

    11月 株式会社ピーズを設立（現連結子会社）。

    11月 米国現地法人 Kenkou USA,Inc. を設立。

    12月 株式会社丸主中柏水産（現 株式会社マルヌシ）に出資し子会社化（現連結子会社）。

    12月 株式会社アクディアの株式を取得し子会社化（現連結子会社）。

平成19年１月 株式会社ジャパンギャルズの株式を取得し子会社化（現連結子会社）。

    ３月 システムパーツ株式会社の株式を取得し子会社化（現連結子会社）。

    ３月 株式会社ラピーの株式を取得し子会社化（現連結子会社）。

    ３月 米国現地法人 Kenkou USA,Inc. が販売を開始。



３ 【事業の内容】 

当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社および連結子会社９社、並びに非連結子会社３社

で構成され、健康関連事業、ＩＴ・広告事業を行っております。  

事業の内容と当社および関係会社との当該事業における位置付けは次のとおりであります。 

事業内容に基づきますセグメントは以下のように分類しております。 

          

(1) 健康関連事業 

当社は、健康食品市場において健康の大敵であると言われる「肥満」の問題に取り組み、これを解

決あるいは未然に防ぐことによって健康増進を図りたいと望む消費者のために、「低カロリーかつ満

腹感のあるカロリーコントロール用健康食品」の販売を主な事業としております。 

また、健康と密接に関連する美容関連事業、薬局卸事業等を行っております。 

  

（主な関係会社）健康パートナーズ株式会社、健康アグリマリーンゲート株式会社、株式会社マル

ヌシ、システムパーツ株式会社、株式会社ラピー、株式会社ジャパンギャルズ 

（注）当社は平成19年４月26日開催の取締役会決議に基づき、連結子会社である健康パートナーズ株式会社及

び健康アグリマリーンゲート株式会社を平成19年５月28日付をもって、吸収合併（簡易合併・略式合併）してお

ります。                     

  

(2) ＩＴ・広告事業 

当社グループは、自社店舗を保有せず、主に自社サイトおよびオンラインショッピングモールを通し

たインターネット広告および折込チラシ、雑誌等の紙媒体やテレビショッピング等の映像媒体を通じ

て、顧客を獲得し、健康食品等を販売しております。このため、広告・マーケティング戦略については

重要な経営課題の一つと位置づけており、効果的な広告宣伝を追求しております。 

  

（主な関係会社）株式会社ピーズ、株式会社アクディア 



   事業系統図 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次の通りであります。 

  

 

                 

  （注）当社は平成19年４月26日開催の取締役会決議に基づき、連結子会社である健康パートナーズ株式会社及び健

康アグリマリーンゲート株式会社を平成19年５月28日付をもって、吸収合併（簡易合併・略式合併）してお

ります。                     

                

                        

                       

                         



４ 【関係会社の状況】 

関係会社は次のとおりであります。 

 
（注）１ 「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。 

   ２  特定子会社であります。                     

                   

会社名 住所
資本金 
 (千円)

主な事業内容

議決権の所 
有割合又は 
被所有割合 

(％)

関係内容

（連結子会社）

健康パートナーズ株式会社  (注)２ 東京都 70,000
投資事業、金融サービス業、

100.0

投資事業活動

中野区  役員の兼任

コンサルティング事業 資金貸付

債務保証

健康アグリマリーンゲート株式会社 東京都 10,000
投資事業、金融サービス業、

100.0

投資事業活動

中野区  役員の兼任

コンサルティング事業 資金貸付

株式会社ピーズ 東京都 10,000 広告代理店業
100.0

広告代理店業

中央区 役員の兼任

株式会社マルヌシ  (注)２ 青森県  322,220 水産物の加工・卸事業
（50.8）

当社販路への生鮮
魚介類の販売

八戸市 役員の兼任

株式会社アクディア 東京都 10,000 インターネット販売促進支援
事業

ウェブサイトの販
促活動等 出向従
業員1名受入渋谷区 （100.0）

役員の兼任

株式会社ジャパンギャルズ (注)２ 愛媛県 20,000 美容器具、健康機械器具等の
販売事業

当社販路への美容
器具等の販売四国中央市 （100.0）

化粧品の製造・販売事業  役員の兼任

有限会社マイクロシステム 東京都 3,000 コンピューターソフトウェア
開発

(100.0)
 ソフト開発事業

港区

システムパーツ株式会社 福岡県 10,000 菓子原材料・包装資材の輸入
販売事業

当社原材料・包装
資材の供給北九州市 （100.0）

小倉南区 役員の兼任

株式会社ラピー  (注)２ 大阪府 30,000
医薬品・健康食品の販売事業 (100.0)

当社販路拡大活動

東大阪市 役員の兼任



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 
 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間基準）であります。 

                                 

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、当社から社外への出向者を除いております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間基準）であります。 

４ 前事業年度に比べ従業員数が21名増加していますが、業容拡大に伴う新規採用によるものであります。 

                                        

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

                           

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

健康関連事業
129

〔 50〕

ＩＴ・広告事業
16        

〔 34〕

合計
145

〔 84〕

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

37
〔23〕

34.8歳 0.9年 3,369,624



第２ 【事業の状況】 

当社グループは、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度との対比の記載

はしておりません。 

                     

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油高や米国経済の減速など懸念材料があったものの、輸

出と設備投資に牽引された民需主導の好調な企業収益に支えられ、雇用環境、所得水準の改善により

個人消費が堅調に推移し、景気はやや緩やかな回復基調が続きました。 

健康食品業界においては、高齢化の進行や食生活の多様化、肥満や生活習慣病の増加などを背景

に、近年継続して市場拡大を続けている状況にあります。 

こうした経営環境のもと、当社グループは前期に引き続き、健康関連事業を主力事業に据え積極的

な販売拡大並びに商品開発に注力いたすとともに、より安定的な事業構造構築を図るため、Ｍ＆Ａ等

により健康関連企業のグループ化を行ってまいりました。 

 この結果、当期の売上高は、10,701百万円となり、営業利益は、679百万円となりました。また、経

常利益は、660百万円になりました。 

事業のセグメント別の業績は、次のとおりであります。 

（健康関連事業） 

当社グループは、健康食品市場において健康の大敵であると言われる「肥満」の問題に取り組み、こ

れを解決あるいは未然に防ぐことによって健康増進を図りたいと望む消費者のために、「低カロリーか

つ満腹感のあるカロリーコントロール用健康食品」の販売を主な事業としております。 

当社グループは、通信販売、特にインターネット通信販売に強みを有しておりますが、インターネッ

ト通信販売において消費者に特に人気の高い生鮮魚介類の販売を行うに際し、より安価に、より新鮮な

競争力のある商品を調達し、当該分野において早急に業容を拡大するために、同分野において豊富な経

験と高度なノウハウを有する株式会社マルヌシ（平成19年２月商号変更）を平成18年12月連結子会社化

致しました。 

また、上記「健康」分野に加えて、健康と密接に関連する「美容」分野の事業を取り込む（平成19年

１月に美容器具、健康機械器具等の販売事業・化粧品等の製造販売事業の株式会社ジャパンギャルズを

連結子会社化）こと、並びに平成19年３月に連結子会社化した菓子原材料・包装資材の輸入販売事業の

システムパーツ株式会社および医薬品・健康食品の販売事業の株式会社ラピーの２社を通じて、安価な

原材料・資材の調達ルートや新たな商材・販売チャネルを活用すること等により、当社グループの更な

る企業価値向上につながるものと期待しております。 

この結果、当連結会計年度の売上高は10,614百万円となりました。 

（ＩＴ・広告事業） 

当社グループは、自社店舗を保有せず、主に自社サイトおよびオンラインショッピングモールを通し

たインターネット広告および折込チラシ、雑誌等の紙媒体やテレビショッピング等の映像媒体を通じ

て、顧客を獲得し、健康食品等を販売しております。このため、広告・マーケティング戦略については

重要な経営課題の一つと位置づけており、効果的な広告宣伝を追求しております。 

現在のインターネット広告市場は、インターネット利用者の増加、企業の経済活動におけるインター

ネット利用の増加等により高い成長が引き続き見込まれ、特にセールスプロモーションは、クライアン



ト企業の売上に直結するものであり、ますますニーズが高まっております。この状況を踏まえ、平成

18年12月インターネット販売促進支援事業の株式会社アクディアを連結子会社化いたしました。同社

は、商品販売、会員募集等を希望するクライントの依頼に基づきインターネット上で見込み客を獲得す

るメディア事業およびメールアドレス等の情報収集を希望するクライアントの依頼によるメールアドレ

スを収集するプロモーション事業を運営、展開しており、当該分野におけるこれら高度なノウハウと当

社グループのインターネット通信販売事業との融合を図ることで大きな効果が期待できると判断したも

のであります。 

また、ウェブサイトの企画・制作・運用のノウハウをネット広告へ効率的に活用するために健康コー

ポレーション株式会社100％出資の広告子会社として健康アド株式会社（非連結子会社）を設立いたし

ました。 。 

さらに、折込チラシなどの紙媒体やテレビショッピングなどの映像媒体の広告媒体多様化を図り一層

効率的且つ効果的な媒体購入体制を構築するため、広告代理店業の株式会社ピーズを設立いたしまし

た。  

このような取組みを図ることで、ＩＴ・広告事業において、新たな事業の柱を作るとともに、より効

果的な通信販売と広告との連動を強化することで、当社グループの経営基盤の裾野の拡大と安定化を図

るものであります。  

この結果、当連結会計年度の売上高87百万円になりました。 

                                     

(2) キャッシュ・フローの状況  

当連結会計年度末における現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による収入

444百万円、投資活動による支出611百万円および財務活動による収入2,231百万円があったこと等によ

り、2,252百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は444百万円となりました。これは主に売上債

権の増加314百万円、たな卸資産の増加215百万円による資金の減少があったものの、税金等調整前当期

純利益651百万円、仕入債務の増加159百万円および未払金の増加258百万円により資金が増加したため

であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は611百万円となりました。これは主に新規連

結子会社の株式取得による支出442百万円、定期預金の預入による支出134百万円および有形固定資産取

得による支出97百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は2,231百万円となりました。これは長期借入

金の純増加額1,164百万円、短期借入金の純増加額864百万円および株式の発行による収入203百万円が

あったことによるものであります。 

  

                    



２ 【生産、仕入及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

                                   

 
(注) １ セグメント間取引については相殺消去しております。 

２ 金額は、製造原価によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

                                                        

(2) 仕入実績 

                                                        

 
(注) １ セグメント間取引については相殺消去しております。 

２ 金額は、仕入価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません 

                                               

(3) 販売実績 

                                                                 

 
(注) １ セグメント間取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

                                       

                                      
                                

事業の種類別セグメント
当連結会計年度

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

健康関連事業 (千円) 1,205,061

ＩＴ・広告関連事業 (千円) ─

合計 (千円) 1,205,061

事業の種類別セグメント
当連結会計年度

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

健康関連事業 (千円) 909,525

ＩＴ・広告関連事業 (千円) 42,955

合計 (千円) 952,481

事業の種類別セグメント
当連結会計年度

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

健康関連事業 (千円) 10,614,397

ＩＴ・広告関連事業 (千円) 87,560

合計 (千円) 10,701,957



３【対処すべき課題】 

当社グループを取り巻く環境は市場全体としては追い風の中にあり、当社グループは、主力商品である

カロリーコントロール用健康食品「豆乳クッキーダイエット」の販売拡大に引き続き注力しつつ、商品ラ

インアップの拡充、新たな販売チャネル確保などを図りながらサービス向上に努め、収益の向上を図る所

存であります。 

このような状況下、当社グループにおきましては、以下の事項を課題として認識し、対処してまいりま

す。 

(1) コンプライアンス体制の整備 

当社グループは、通信販売を行っていることから大量に個人情報を収集・保有しております。また、

薬事法、特定商取引に関する法律等の法的規制の適用を受けております。このため、各事業会社では、

各社内体制の整備を進め個人情報保護管理を一層強化するため、各社内管理体制の強化を図っておりま

す。また、法的規制の徹底遵守を図るため、関係部門に対し社員教育を行うほか、特に、広告表現・表

示等につきましては、チェックリストによる制作担当の自主チェック、法務担当の二次チェックを行

い、確認すべき事項は顧問弁護士等に確認をとっております。さらに、所轄都道府県に対して、関係法

令の遵守について自主的に相談し、指導を受けております。今後も、コンプライアンス管理体制を充実

することを経営の最重要課題の一つとして捉え、積極的に取り組んでまいります。 

(2) 新商品の開発並びに販売促進の強化 

現状では当社グループの主力商品である「豆乳クッキーダイエット」の売上比率が高くなっておりま

す。このため、今後、当社は、高齢化進展に伴う消費者の健康志向の高まりを背景に、消費者ニーズに

合致した新商品の企画・開発及び新商材の発掘に向け自社企画を中心に、プロダクトラインの増強と各

商品のライフサイクルの段階に応じた新商品の投入の強化を図ってまいります。 

また、販売促進面においては、商品特性に応じた広告媒体の種類・実施時期等の最適化、顧客データ

分析の強化や広告媒体の多様化(インターネット広告に加えて、雑誌、新聞等の紙媒体への取り組み、

テレビショッピングの充実等)を図り、顧客基盤及び利益の拡大に取り組んでまいります。 

(3) 企業規模の拡大に伴う各社内管理体制の強化 

当社グループは、優秀な人材の確保と各社内管理体制の強化が経営の重要課題であると認識しており

ます。製商品の企画・開発、マーケティングの能力を有する人材の確保により製商品企画力並びに販売

力の強化を図るとともに、企業規模の拡大に伴い、将来発生し得る間接業務の増加に対応するため、業

務フローの見直し、各社内管理体制の強化に取り組んでまいります。 

                                

  



４【事業等のリスク】 

以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主

な事項を記載しております。以下の記載のうち将来に関する事項は、本書提出日現在において判断したも

のであります。これらリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める

方針でありますが、当社の株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて、慎

重に検討した上で行われる必要があるものと考えております。 

                                  

１ 当社グループが属する「健康食品」業界について 

(1) 業界動向 

当社グループでは国内の健康食品の市場規模について、高齢化社会、生活習慣病の増加、セルフケ

ア意識の高まりから今後も継続的に拡大傾向にあるものと推測しておりますが、主力商品とする「カ

ロリーコントロール用健康食品」の顧客嗜好は流行に左右されやすい側面もあり、市場規模、市場シ

ェア(競合・新規参入による)の変動が推測されます。 

こうした市場環境のなか、顧客の自然志向に合致し、程よい満腹感を得ることのできるクッキータ

イプの「豆乳クッキーダイエット」の開発を行い、ＥＣ(電子商取引)を効果的に活用することにより

収益を拡大してまいりましたが、当社が市場の変化を予測しきれず、競合他社と比較してより魅力的

な製商品を継続的に提供できない場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

(2) 法規制 

当社グループが営む健康食品事業はその製造、品質管理、表示・広告、販売の面で各関係法令によ

って規制を受けています。 

健康食品事業者は、その製造、品質管理において、食品の規格・添加物・衛生管理・営業許可を規

定した「食品衛生法」の規制を受け、表示・広告において、主に「食品衛生法」及び「健康増進法」

「不当景品類及び不当表示防止法」「ＪＡＳ法(※)」等の以下の法令の規制を受け、虚偽または誇大

な表示・広告が禁止されております。特に、当該製商品本体への表示や広告の表現に疾病または身体

機能に対する効果を標榜した場合には、「薬事法」における無許可無認可医薬品の販売と見做され、

処罰の対象となります。さらに、健康食品の販売は取引形態によって、禁止行為、解約事項等を規定

した「特定商取引に関する法律」があります。 

当社では、健康食品市場を取り巻く関係諸法令のチェック体制に関し、法務担当者を設置するとと

もに、内規を基準とした当局または弁護士への確認を行っております。しかし、これらのチェック体

制が十分に機能せず、法律に違反する行為が行われた場合、予期しない法律規制の強化が行われた場

合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

                                          



 
   ※ＪＡＳ法…農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律 

 (注) 「健康食品取扱マニュアル第４版」(東京都福祉保健局 東京都生活文化局 編)によっております。 

                                                                      

(3) 安全性 

当社は、仕入先及び梱包作業委託先に対する厳正な管理体制を整備し、当社の製商品及び使用原材

料の安全性を常に確保できるようトレーサビリティ(生産、処理・加工、流通・販売等のフードチェ

ーンの段階で食品とともに食品に関する情報を追跡し、遡及できること。)の推進に努めておりま

す。しかしながら、当社の指定要件を満たさない素材等の使用原材料への混入、その他異物混入等を

当社が防止できなかった場合には、当社が製造物責任法の規定に基づき損害賠償請求の対象となる可

能性があります。また、当社の製商品の安全性に係る良くない風評が発生した場合、当社の財政状態

及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

                                         

２ 当社グループが活用するインターネット及びＥＣを取り巻く事業環境について 

(1) インターネット及びＥＣの普及 

当社グループは、自社店舗を保有せず、主に自社サイト及びオンラインモールを通じてインターネ

ット上で顧客を獲得し、健康食品を販売しております。一般的に、ウェブサイト等を通じてインター

ネット上で製商品等を通信販売する手法は「電子商取引」または「ＥＣ」と呼ばれております。 

近年、我が国のＥＣ市場規模は成長を続け、平成16年のＢtoＣ－ＥＣ(消費者向け電子商取引)の市

場規模は５兆6,430億円(前年対比28％増）、特に「医薬・化粧品・健康食品」の品目は、前年比44％

増と高い伸びを示していると報告(注)されています。これは主に、急速なインターネット利用の普及

及びブロードバンドの浸透、ＥＣならではの利便性、品揃え、決済方法の多様化等の要因によるもの

であります。 

なお、インターネット及びＥＣ市場規模は継続的に拡大傾向にあると推測しておりますが、インタ

ーネットの普及やＥＣの普及が順調に進まない場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

    （注）「平成16年度電子商取引に関する実態・市場規模調査」（経済産業省・次世代電子商取引推進協議会・

株式会社ＮＴＴデータ経営研究所の共同）によっております。 

法律名 主な表示対象

食品衛生法(厚生労働省) 容器包装に入れられた食品(一部生鮮食品を除く。)

ＪＡＳ法(農林水産省)
消費者に販売される全ての飲食料品(酒類、医薬品、医薬部外品を除

く。)

健康増進法(厚生労働省)

・栄養表示をして販売しようとする容器包装に入れられた食品 

・特別用途食品(特定保健用食品を含む。) 

・パンフレット、インターネット等による広告等

不当景品類及び不当表示防止法

(公正取引委員会)
容器包装、パンフレット、雑誌、インターネット等による広告等

特定商取引に関する法律 

(公正取引委員会)
通信販売における広告等

薬事法(厚生労働省) 容器包装、パンフレット、雑誌、インターネット等による広告等



(2) 法規制 

当社グループが利用しているインターネット及びＥＣを取り巻く法規制は、未だ整備が完全に進ん

でおりません。さらに、インターネットやＥＣの発達は、さまざまな経済行為に派生しております

が、民法を初めとする現行法がどのように適用されるのかその解釈が明確ではありません。ＥＣに関

しては、平成14年７月に経済産業省が「電子商取引等に関する準則」を公表し、その後改訂を行うな

ど、ルールを網羅的に整備していく動きが出てきておりますが、今後利用者及び関連事業者を対象と

した法規制が制定され、それにより当社の業務の一部が制約を受けるような場合には、当社の財政状

態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) システム障害 

当社グループは、個人顧客、役員及び従業員の個人情報及び取引先等に係る法人情報等を業務管理

システムに蓄積しており、当社グループの業務効率は当該システムに大きく依存しております。 

なお、当社は自社サイトの運営及び管理を株式会社アイ・ウェイブ・デザインが提供するレンタル

サーバ上で行っており、また「豆乳クッキーダイエット」等の一部の製商品に係る発送業務の総てを

国内のアセンブリ業者１社に委託していることから、当社の事業は両社の業務管理システムにも大き

く依存していることになります。 

その結果、不測の事態(アクセスの急増等による一時的な負荷増大に伴うシステムダウン、地震等

の災害に伴う停電、故障等。)により、これらの業務管理システムが稼動しているそれぞれのサーバ

が停止した場合には、当社の業務の遂行に支障を来たし、ひいては当社の財政状態及び経営成績に影

響を及ぼす可能性があります。 

                                          

３ 当社グループの事業特有のリスクについて 

(1) マーケティング 

当社グループは、主に自社サイト及びオンラインモールを通じたインターネット上の広告宣伝、テ

レビショッピングによる広告宣伝、カタログ同送による広告宣伝により新規顧客を獲得しており、当

社グループにとり広告宣伝は重要なファクターであります。 

当社グループは、マーケティング戦略を重要な経営課題と位置付けており、効果的な広告宣伝を追

求しておりますが、当社が期待する新規顧客の獲得効果を上げられない場合には、当社の経営成績及

び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 返品・返金制度 

特定商取引に関する法律上、ＥＣを含む通信販売は、いわゆるクーリングオフ制度の対象ではない

ものの、当社は当社が扱う総ての製商品について、当社がやむを得ない理由であると判断し、かつ未

開封の場合に限り返品を受付けた上、返金しております。 

また、「カロリーコントロール用健康食品」は、消費者がカロリーコントロールの効果が得られな

かった場合は、一定要件を満たすことを条件に、初回購入分の1箱分の購入代金を全額返金する制度

を設けています。 

しかしながら、当社が行う当該返品・返金制度が当社の見込みを超えて一度に大量に発生したよう

な場合には、多額の製商品廃棄損の発生が当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 



(3) 特定の製商品への依存 

当社は、主力製品として、「豆乳クッキーダイエット」を販売しております。当社は、既にカロリ

ーコントロール用健康食品市場で実績を残している競合の製商品との差別化を図るため、既存の製商

品に美味しさや満腹感の要素を追加した「豆乳クッキーダイエット」というクッキータイプの製品を

開発いたしました。「豆乳クッキーダイエット」は平成15年12月の販売開始より順調に購入者数を伸

ばした結果、当社の総売上高に占める割合は、平成18年３月期で96.8％となっております。 

当社は、消費者のニーズの多様化や業界及び商品カテゴリーの垣根を越えた競争が今後ますます激

化するものと予測し、「豆乳クッキーダイエット」に続く新しい製商品の企画、開発に努めておりま

すが、当該製商品が軌道にのるまでは、「豆乳クッキーダイエット」への依存度は高いものとなりま

す。当社では、新たなチャネルの開拓による新規顧客の獲得や既存顧客の継続施策により、「豆乳ク

ッキーダイエット」の販売増を計画しておりますが、当社の計画通りに伸張する保証はなく、「豆乳

クッキーダイエット」の信頼性を揺るがす想定外の事態が生じた場合には、当社の財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、「豆乳クッキーダイエット」は、その製造をＯＥＭメーカー５社、梱包及び発送は外部の専

門業者１社のみに委託しております。当該業者に事故等の不測の事態が生じた場合には、一時的にそ

の製造ラインが停止し、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 個人情報管理 

当社グループは、ＥＣ等による製商品の販売に際して顧客の氏名、住所等の申し出を受け、多くの

個人情報を保有する為、「個人情報保護法」に規定する個人情報取扱事業者として、当社顧客等の個

人情報を厳正かつ厳重に管理しておりますが、万が一、外部からの不正アクセス等により当社グルー

プの個人情報が社外に漏洩した場合には、損害賠償請求や社会的な信用失墜等により当社の財政状態

及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

                                                   

                                        

４ 当社の経営体制について 

(1) 特定人物への依存 

当社設立の中心人物であり事業の推進者である代表取締役社長瀬戸健は、経営方針や経営戦略等、

当社の事業活動全般において重要な役割を果たしており、同氏に対する依存度は高くなっておりま

す。 

当社においては、同氏に過度に依存しない経営体制を構築すべく、他の取締役や従業員への権限委

譲等を進めておりますが、何らかの理由により同氏の当社業務の遂行が困難となった場合には、当社

の財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 今後の事業展開 

当社は、現在の事業ドメインと全く方向性が異なる新規事業分野への進出等は計画しておりませ

ん。 

しかしながら、当社は今後の製商品に係るラインナップの充実を効率的に図ることを目的として、

健康食品開発に係る有望な技術を有する企業との業務提携、または当該企業の買収等を行う可能性が

あります。 

なお、このような業務提携または買収にあたり、当社が負担する費用が回収できない等の事態に至

った場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

                                                      

５ ストックオプションについて 



当社は、役員、従業員及び社外協力者に対するインセンティブプランの一環として、平成17年３月16

日開催の臨時株主総会及び平成18年１月31日開催の臨時株主総会において役員、従業員及び社外協力者

へのストックオプションの付与を決議しております。 

平成19年３月31日現在、新株予約権による潜在株式総数は16,370株であり、これら新株予約権がすべ

て行使された場合の発行済株式総数308,370株の5.3％にあたります。当社では今後も適宜ストックオプ

ションの付与を予定しており、付与された新株予約権の行使により発行された新株は、将来的に当社株

式価値の希薄化や株式売買の需給への影響をもたらし、当社株価形成へ影響する可能性があります。 

平成19年３月31日以降、平成19年５月31日までに権利の行使により、新株予約権の数を540個減じて

おります。                               

これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数を8,100株減じております。 

          



５ 【経営上の重要な契約等】 

 ①子会社の吸収合併 

平成19年４月26日開催の取締役会において、連結子会社である健康パートナーズ株式会社及び健康ア

グリマリーンゲート株式会社を吸収合併（簡易合併・略式合併）することを決定いたしました。 

 詳細は、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等」の重要な後発事象をご参照ください。 

  

 ②会社新設分割による純粋持株会社体制移行について 

平成19年５月15日開催の当社取締役会並びに平成19年６月28日開催の当社第４回定時株主総会におい

て、平成19年９月１日をもって当社事業を新設分割により新設の健康コーポレーション株式会社に承継

し、当社は純粋持株会社に移行することを決議いたしました。 

詳細は、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等」の重要な後発事象をご参照ください。     

                            

６ 【研究開発活動】 

当社グループの主力商品は、カロリーコントロール用健康食品としてのクッキータイプ食品であり

ますが、ブランド力の一層の強化を目指し、引き続き新食味製品の開発活動を行なってまいりまし

た。併せて、同事業の更なる拡大を目指し、カロリーコントロール効果のある食品の開発並びに新製

品の研究開発を進めておりますが、当連結会計年度において上記研究開発に関連して発生した費用は

ありません。 

  

                       



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、原則として連結財務諸表に基づいて

分析した内容でありますが、当社グループは当連結会計年度より連結財務諸表を作成しておりますので、

前年同期との比較については記載しておりません。 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末日現在において、当社グループが判断したものであ

ります。 

             

(1) 財政状態の分析 

（流動資産） 

 流動資産においては、税金等調整前当期純利益を651,372千円計上したことにより現金及び預金が

2,386,667千円、受取手形及び売掛金が1,337,127千円となり、流動資産総額は5,227,513千円となりま

した。 

（固定資産） 

固定資産においては、９社を連結子会社にしたことによりのれんが1,001,842千円、商品開発に注力

するための資本提携等により投資有価証券が146,795千円となり、固定資産総額は2,089,050千円となり

ました。 

（流動負債） 

流動負債においては、９社を連結子会社にしたことにより短期借入金が1,955,075千円、１年以内返

済予定長期借入金が800,796千円、税金等調整前当期純利益を651,372千円計上したことにより未払法人

税等が306,516千円となり、流動負債総額は4,474,178千円となりました。 

（固定負債） 

資金調達により長期借入金が1,578,330千円となり、固定負債総額は1,629,135千円となりました。 

（純資産） 

当連結会計年度末における純資産の残高は、1,213,249千円となり、公募増資による資本金の増加

90,610千円および資本剰余金の増加118,326千円並びに当期純利益の計上358,258千円が主な要因です。

                          

(2) 経営成績の分析 

当期における売上高はカロリーコントロール用健康食品「豆乳クッキーダイエット」の好調を主因

に、10,701,957千円となりました。 

・ 売上原価は売上の増加に伴い、2,044,810千円となりました。 

・ 販売費及び一般管理費は7,977,204千円となりました。このうち、売上拡大を図るため、インター

ネットを中心とした広告宣伝費は6,449,643千円となりました。 

この結果、営業利益は679,942千円となりました。 

・ 営業外損益は19,916千円の損失になりました。これは主に、借入金の増加に伴う支払利息12,064千

円の計上、株式上場のための株式公開準備費用5,411千円、株式交付費5,860千円を計上したことに

よります。 

この結果、経常利益は660,026千円となりました。 

・ 法人税等（法人税等調整額を含む）は282,858千円となりました。 

この結果、当期純利益は358,258千円となりました。 

                                       



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、業容の拡大に対応する設備の充実・強化などを目的とした設備

投資を継続的に実施しております。 

  

当連結会計年度の主な設備投資は、健康関連事業において、本社移転による設備の取得、人員増強によ

るＩＴ機器の取得、通信設備の新設を中心とした総額25,579千円の設備投資を実施いたしました。 

 なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

（１）提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 現在休止中の設備はありません。 

３ 本社には、貸与中の機械装置2,495千円、工具器具184千円を含んでおり、子会社である健康ベーカリー株式

会社に貸与しております。 

４ 従業員数欄の[外書き]は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間基準）であります。 

５ 上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。 

  

 
（注）1 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 年間賃借料は、年間の契約金額を記載しております。 

           

会社名     
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
（名）セグメントの名称 建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

土地  
(面積㎡)

その他 合計

健康コーポレーション㈱ 
本社 

(東京都中野区)
健康関連事業

総括業務施
設 
販売設備

4,527 2,495 ─ 16,070 23,093
37

 [23]

事業所名 
(所在地)

事業の種類別  
セグメントの名称

設備の内容
年間賃借料 
(千円)

本社 
(東京都中野区)

健康関連事業 本社事務所 18,720



（２）国内子会社 

                  
 

(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。  

２ 現在休止中の設備はありません。 

３ 従業員数欄の[外書き]は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間基準）であります。 

４ 上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。 

              

 
（注）1 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 年間リース料は、年間の契約金額を記載しております。 

５ 賃貸設備は貸借対照表上、投資その他の資産「その他」として表示しております。 

                        

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

会社名    
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
（名）

セグメントの名称 建物及び
構築物

機械装置及
び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱マルヌシ   
(青森県八戸市)

健康関連事業
事務所 
冷凍倉庫 
加工工場

107,006 26,499
160,068
(5,066)

4,885 298,460
59

    [11]

㈱マルヌシ   
賃貸工場 

(青森県八戸市)
健康関連事業 賃貸設備 33,731 832

28,670
(662)

─ 63,234
─

    [─]

㈱マルヌシ   
賃貸工場 

(青森県八戸市)
健康関連事業 賃貸設備 ─ ─

50,800
(1,270)

─ 50,800
─

    [─]

㈱アクディア   
事務所 

(東京都渋谷区)

ＩＴ・広告関連事
業

事務所 1,411 ─ ─ 73 1,484
9

     [4]

㈱アクディア   
店舗 

(東京都渋谷区)

ＩＴ・広告関連事
業

販売設備 16,527 ─ ─ 11,913 28,441
3

     [30]

㈱ジャパンギャルズ 
事務所 

(東京都港区)
健康関連事業 事務所 2,636 ─ ─ 610 3,247

5
     [1]

㈱ジャパンギャルズ 
事業本部  

(香川県高松市)
健康関連事業 事務所 ─ 2,329 ─ 937 3,266

11
     [0]

㈱ジャパンギャルズ 
製造本部  

(愛媛県四国中央市)
健康関連事業 生産設備 57,987 83,702 ─ 1,474 143,164

5
    [10]

システムパーツ㈱  
(福岡県北九州市 

小倉南区)
健康関連事業 生産設備 945 ─ ─ ─ 945

2
     [5]

㈱ラピー    
(大阪府東大阪市)

健康関連事業 事務所 26,333 ─
22,000
(200)

─ 48,333
10

     [0]

会社名    
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
設備の内容

年間リース料
(千円)セグメントの名称

㈱ジャパンギャルズ 
   製造本部  

(愛媛県四国中央市)
健康関連事業 生産設備 3,914



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １ 提出日現在の発行数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使に 

     より発行された株式数は含まれておりません。 

   ２ 発行済株式数は、事業年度末から平成19年５月31日にかけて新株予約権の行使により8,100株増加してお 

     ります。 

  

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,080,000

計 1,080,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 292,000 300,100
札幌証券取引所 

アンビシャス
―

計 292,000 300,100 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しており

ます。 

① 平成17年３月16日臨時株主総会決議 

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、15株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ
り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

   
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

 
３ 平成19年３月31日以降、平成19年５月31日までに権利の行使により、新株予約権の数を540個減じておりま

す。 

  これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数を8,100株減じております。 

近事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数 
(個)(注)１

  540 ─

新株予約権のうち 
自己新株予約権の数

  ─ ─

新株予約権の目的と 
なる株式の種類

普通株式 ─

新株予約権の目的と 
なる株式の数(株)

   8,100 ─

新株予約権の 
発行価額

無償 ─

新株予約権の行使時 
の払込金額(円)

 (１個当たり)
     1,005
 (１株当たり)

       67

   
─

    
新株予約権の 
行使期間

自 平成19年 4月 1日
至 平成26年12月31日

─

新株予約権の行使によ
り株式を発行する場合
の株式の発行価格及び
資本組入額(円)

発行価格    67
資本組入額    67

─

新株予約権の行使の 
条件

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利
行使時において当社の取締役または従
業員いずれかの地位を保有しているこ
と、あるいは当社と顧問契約を締結し
ている場合に限り新株予約権を行使す
ることができる。ただし、定年退職そ
の他取締役会が正当な理由があると認
めた場合は、この限りではない。

② 新株予約権者が死亡した場合、その者
の相続人は新株予約権を行使すること
ができる。

③ その他の条件は、株主総会決議および
取締役会決議に基づき、当社と新株予
約権者との間で締結する「新株予約権
割当契約書」に定めるところによる。

─

新株予約権の消却の 
事由及び条件

当社は、新株予約権者またはその相続人が
新株予約権の行使の条件に該当しなくなっ
た場合は、当該新株予約権を無償で消却す
ることができる。

─

新株予約権の譲渡に 
関する事項

新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役
会の承認を要する。

─

代用払込みに関する 
事項

                ─ ─

組織再編行為に伴う 
新株予約権の交付に 
関する事項

                ─ ─

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

 
調整後払込金額

 
＝

 
調整前払込金額

 
×

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価
既発行株式数＋新株発行(処分)株式数



② 平成18年１月31日臨時株主総会決議 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、５株であります。 

   ２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

   
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

 
  

近事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数 
(個)(注)１

1,654 1,654

新株予約権のうち 
自己新株予約権の数

─ ─

新株予約権の目的と 
なる株式の種類

普通株式 同左

新株予約権の目的と 
なる株式の数(株)

8,270 8,270

新株予約権の 
発行価額

無償 同左

新株予約権の行使時 
の払込金額(円)

(１個当たり)
8,000 

(１株当たり) 
1,600

同左

新株予約権の 
行使期間

自 平成20年10月 1日
至 平成26年12月31日

同左

新株予約権の行使によ
り株式を発行する場合
の株式の発行価格及び
資本組入額(円)

発行価格   1,600
資本組入額  1,600

同左

新株予約権の 
行使の条件

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利
行使時において当社の取締役、監査
役、従業員または当社の外部協力者の
いずれかの地位を保有していること、
あるいは当社と顧問契約を締結してい
る場合に限り新株予約権を行使するこ
とができる。ただし、定年退職その他
取締役会が正当な理由があると認めた
場合は、この限りではない。

② 新株予約権者が死亡した場合、その者
の相続人は新株予約権を行使すること
ができる。

③ その他の条件は、株主総会決議および
取締役会決議に基づき、当社と新株予
約権者との間で締結する「新株予約権
割当契約書」に定めるところによる。

       
          
           同左

新株予約権の消却の 
事由及び条件

当社は、新株予約権者またはその相続人が
新株予約権の行使の条件に該当しなくなっ
た場合は、当該新株予約権を無償で消却す
ることができる。

        
        同左

新株予約権の譲渡に 
関する事項

新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役
会の承認を要する。

       同左

代用払込みに関する 
事項

                  ─                  ─

組織再編行為に伴う 
新株予約権の交付に 
関する事項

                  ─                  ─

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

 

調整後払込金額

 

＝

 

調整前払込金額

 

×

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注)１ 設立  発行価格   50,000円 

    資本組入額  50,000円 

２ １株を100株に株式分割 

３ 有償第三者割当  

発行価額     20,000円 

資本組入額    20,000円 

主な割当先   瀬戸健 他２名 

４ １株を３株に株式分割 

５ 平成18年５月29日を払込期日とする一般募集による増資により、発行済株式総数が4,100株、資本金が90,610

千円、資本準備金が118,326千円増加しております。 

  有償一般募集（ブックビルディング方式） 

    発行価格   56,000円 

       引受価格   50,960円 

    発行価額      44,200円 

    資本組入額    22,100円 

    払込金総額 208,936千円 

６ １株を５株に株式分割 

７ 平成19年４月１日から平成19年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が8,100株、

資本金が542千円増加しております。 

        

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成15年４月10日 
(注)１

180 180 9,000 9,000 ― ―

平成17年３月８日 
(注)２

17,820 18,000 ― 9,000 ― ―

平成17年10月７日 
(注)３

100 18,100 2,000 11,000 ― ―

平成17年10月28日 
(注)４

36,200 54,300 ― 11,000 ― ―

平成18年５月29日 
(注)５

4,100 58,400 90,610 101,610 118,326 118,326

平成18年10月１日 
(注)６

233,600 292,000 ― 101,610 ― 118,326



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
（注）１ 「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が、５株含まれております。 

                      

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
  

区分

株式の状況
単元未満
株式の状況

 
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

─ 4 3 23 ─ 3 1,157 1,190 ―

所有株式数 
(株)

─ 6,407 284 3,024 ─ 9 282,276 292,000 ─

所有株式数 
の割合(％)

─ 2.2 0.1 1.0 ─ 0.0 96.7 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

瀬 戸  健 東京都千代田区 214,170 73.3

瀬 戸  早 苗 東京都千代田区 49,200 16.8 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁
目11-3

 5,577 1.9 

佐 野  賢一郎 東京都新宿区 2,715 0.9 

鈴 木  伸 子 東京都青梅市 2,350 0.8 

桑 原  秀 和 東京都中野区 919 0.3 

大成紙器印刷株式会社
大阪府東大阪市高井田
西１丁目3-22

751 0.3 

株式会社創健社
神奈川県横浜市神奈川
区片倉２丁目37-11

750 0.3 

瀬 戸  達 也
福岡県北九州市八幡西
区

650 0.2 

廣 瀬  優 子 兵庫県神戸市東灘区 650 0.2 

計 ― 277,732 95.1



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が５株（議決権５個）が含ま

れております。            

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 292,000 292,000
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 292,000 ― ―

総株主の議決権 ― 292,000 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社取締役、監査

役、従業員および当社の外部協力者に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平

成18年１月31日の臨時株主総会において特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

 
                        

      
                          

  

決議年月日 平成18年１月31日

付与対象者の区分及び人数
当社社外取締役１名 監査役２名 当社従業員23名  

当社外部協力者４名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ─

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

─



２ 【自己株式の取得等の状況】 

 
（1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

（2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

（3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 
  

該当事項はありません。 

（4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

             

３ 【配当政策】 

当社は株主への利益還元を重要な経営課題と位置付けていますが、将来の事業展開のために安定した財

務体質を確立して経営基盤を強化することを目的として内部留保の充実を図るとともに、業績に応じた配

当を継続的に行うことを基本方針としております。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を基本方針としております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であ

ります。 

しかしながら、内部留保を充実することによって、今後の事業拡大のための投資等に充当し、企業価値

の増大を目指すことが結果として株主に対する利益還元につながるとの認識から、創業以来配当を実施し

ていません。今後は、各期の業績等を勘案しながら株主への利益還元を検討していく方針ですが、当面の

間は内部留保を優先する可能性があります。 

なお、内部留保金につきましては、今後の事業拡大に対応する新商品・新サービスの開発等に活用する

とともに、企業価値を 大化するべく有効投資していく方針です。 

当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる」旨を

定款に定めております。 

                                 

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
 (注)１ 高・ 低株価は、札幌証券取引所アンビシャス市場におけるものであります。なお、当社株式は平成18

年５月30日に札幌証券取引所アンビシャス市場に上場されておりますので、それ以前については該当ありま

せん。 

２ ※印は株式分割による権利落前の株価であります。 

                     

【株式の種類等】 該当事項はありません。

回次 第１期 第２期 第３期 第４期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

高(円) ― ― ―
60,000

※ 303,000

低(円) ― ― ―
35,100

※ 68,800



(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、札幌証券取引所アンビシャス市場におけるものであります。 

  

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

高(円) 60,000 53,000 47,300 41,750 42,800 58,000

低(円) 44,600 35,100 35,500 35,200 36,200 38,800



５ 【役員の状況】 

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴及び他の会社の代表状況 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 社長 瀬 戸   健 昭和53年５月１日

平成14年７月 個人事業主としてパソコン教材の販売
代行を行う。

（注）３ 214,170
平成15年４月 当社設立

代表取締役社長就任(現任)

取締役
事業提
携部長

佐 野 賢一郎 昭和41年11月13日

平成２年４月 株式会社太陽神戸三井銀行(現 株式会
社三井住友銀行)入行

（注）３ 10,815

平成12年10月 さくらキャピタル株式会社(現 エヌ・
アイ・エフSMBCベンチャーズ株式会社)
出向

平成17年３月 当社入社

当社取締役管理部長就任

平成18年６月 当社取締役経営企画部長就任

平成19年４月 当社取締役事業提携部長就任(現任)

取締役 瀬 戸 早 苗 昭和50年12月14日

平成９年４月 株式会社レナウン入社

（注）３ 49,200

平成10年５月 百瀬繊維株式会社入社

平成15年４月 当社設立 取締役就任

平成17年３月 当社取締役退任

平成18年２月 当社取締役就任(現任)

取締役 岩 田 昇 夫 昭和21年５月３日

昭和46年４月 株式会社三井銀行(現 株式会社三井住
友銀行)入行

（注）３ 125

平成７年10月 株式会社さくら銀行(現 株式会社三井
住友銀行)梅田支店長

平成９年６月 同行広報部長

平成10年４月 同行東京営業第三部長

平成12年６月 さくらキャピタル株式会社(現 エヌ・
アイ・エフＳＭＢＣベンチャーズ株式
会社)代表取締役社長

平成13年４月 同社代表取締役副社長

平成17年10月 同社取締役副社長

取締役
管理本

部長
古 村 克 明 昭和33年２月８日

昭和52年４月 株式会社三井銀行(現 株式会社三井住
友銀行)入行

（注）３ －

平成13年３月 株式会社三立舎入社

平成14年４月 エムシードゥコー株式会社入社

平成15年７月 アリエル・ネットワーク株式会社入社

平成17年３月 当社監査役就任

平成18年６月 当社取締役総務部長就任(現任)

平成19年２月 当社取締役管理本部長就任(現任)

常勤監査役 竹 腰 倫 仁 昭和17年４月25日

昭和42年４月 日本専売公社(現 日本たばこ産業株式
会社)入社

（注）４ －

平成７年６月 同社福岡支店長

平成９年７月 澁澤倉庫株式会社参与国内営業部

平成10年６月 澁澤倉庫株式会社取締役国内営業部営

業担当

平成10年７月 澁澤倉庫株式会社取締役営業第一部営

業担当

平成13年４月 澁澤倉庫株式会社取締役ロジスティク

ス営業本部営業担当

平成14年６月 澁澤倉庫株式会社取締役ロジスティク

ス営業本部ロジスティクス営業開発部

長

平成14年７月 澁澤倉庫株式会社取締役ロジスティク

ス営業本部営業開発部長

平成16年６月 澁澤倉庫株式会社取締役ロジスティク

ス営業本部営業担当

平成17年６月 澁澤倉庫株式会社取締役退任

平成18年６月 当社監査役就任(現任)



  

 
                     
(注) １ 取締役 瀬戸 早苗は、代表取締役 瀬戸 健の配偶者であります。 

２ 竹腰倫仁氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

４ 監査役の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

５ 監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

             

役名 職名 氏名 生年月日 略歴及び他の会社の代表状況 任期
所有株式数

(株)

監査役 白 崎 弘 隆 昭和32年５月８日

昭和55年４月 帝人株式会社入社

（注）５ －

昭和57年10月 白崎テープ株式会社(現 株式会社白崎

ホールディングス)入社

平成元年８月 白崎テープ株式会社(現 株式会社白崎

ホールディングス) 代表取締役社長就

任

平成９年９月 シラサキベトナムコーポレーション代

表取締役会長就任（現任）

平成17年１月 株式会社白崎インターナショナル代表

取締役社長就任(現任)

平成17年２月 株式会社白崎グリーンナップ代表取締

役会長就任(現任)

平成17年２月 株式会社白崎コーポレーション代表取

締役社長就任(現任)

平成18年２月 当社取締役就任

平成18年４月 株式会社白崎ホールディングス代表取

締役会長就任(現任)

平成19年６月 当社監査役就任(現任)

計 274,105



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 
        

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社におけるコーポレート・ガバナンスは、取締役会の適時適切な意思決定により、各取締役がその

担当職務の執行を迅速に行なえる体制を整えております。また、当社は少人数小規模組織ではあるもの

の、社内規程や業務マニュアルを制定し、その規程等に従って業務活動を行っております。これらの経

営上の意思決定や業務活動については、定期的な監査役監査及び内部監査により内部統制を働かせてお

ります。 

当社では、コーポレート・ガバナンスを経営統治機能と位置づけており、企業価値を継続的に高めて

いくための不可欠な機能であるとの認識に基づき、コーポレート・ガバナンス体制の強化及び充実に努

めております。また、株主に対する説明責任を果たすべく、迅速かつ適切な情報開示の実施と意思決定

における透明性及び公平性を確保した経営を行ってまいります。さらに、健全な倫理観に基づくコンプ

ライアンス体制を徹底し、株主、投資家及び事業パートナーをはじめとする利害関係者の信頼を得て、

事業展開を行ってまいります。 

当社は、今後もコーポレート・ガバナンス体制の確立に向けて、企業成長に応じた体制の随時見直

し、企業価値の最大化を図ることを目標としてまいります。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体

制の状況 

ａ 委員会設置会社であるか、または監査役制度採用会社であるかの別 

当社は監査役制度を採用しております。 

ｂ 業務執行および監視の仕組み 

当社は、株主利益の観点からコーポレート・ガバナンスの経営管理体制として、業務執行を監督

する機能の分別化と強力化を図るため、取締役会と監査役が経営者たる代表取締役ならびに取締役

を監視・監督するシステムをとっております。すなわち、株主総会が取締役ならびに監査役を選

任、選任された取締役によって構成される取締役会が代表取締役を選任、各取締役の職務執行状況

につき互いに監督し、監査役は取締役および代表取締役の職務執行を監査しております。 

ｃ 取締役会 

取締役会は５名の取締役で構成されております。毎月開催される定例取締役会のほか、必要に応

じて臨時取締役会も開催しており、会社の業務執行に関する意思決定機関として監査役出席の下、

経営の妥当性、効率性及び公正性等について適宜検討し、法令及び定款に定められた事項、並びに

重要な業務に関する事項を決議し、業務執行状況の監督を行っております。 

ｄ 代表取締役社長 

取締役会の議長であり取締役会を統括するとともに、取締役会の決議を執行し、当社の業務全般

を統括しております。 

ｅ 監査役 

当社は、監査役２名のうち、社外監査役として２名を選任しております。このうち１名が常勤監

査役であります。監査役は取締役会に出席するとともに、取締役からの聴取、重要な決裁書類等の

閲覧を通じ、経営の妥当性、効率性及び公正性等に関する助言や提言を行うとともに、取締役会の

意思決定の過程及び業務執行状況について監査しております。また、監査役２名は独立機関として

の立場から、経営全般に対するより適正な監視を行うため、定期的に打合せを行い密接に連携して

おります。 



ｆ 内部監査の仕組み 

内部監査は、企業活動における会計記録、内部組織、業務運営の適否及び業務効率の監査を通じ

て助言、勧告を行い、もって経営の合理化及び適正化に資することを目的としており、管理部(４

名)により行われます。管理部の内部監査については取締役社長の命をうけた別部門が行っており

ます。 

また、内部監査責任者は監査法人等と積極的に意見交換し、効率的かつ効果的な内部監査を実施

しております。 

ｇ コンプライアンス体制 

当社の事業に係る関係法令への対応として、営業企画部に専任の広告・商品開発関連法務担当者

を設けております。当該法務担当者は、製商品の企画・開発及び新たな広告宣伝、製商品の内容包

装について全てチェックリストに基づきチェックを行い、営業企画部長に報告の上、新たな確認が

必要となる場合には、所轄都道府県への相談又は顧問契約をしている法律事務所より助言と指導を

受けております。 

  

＜コーポレート・ガバナンス体制＞ 

 

  
  

② コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

当社は、経営環境の変化への迅速な対応をすべく、取締役会を毎月の定例開催のほか必要に応じ随時

開催し、取締役会規程等に則り、厳正な運営をしており、十分に議論を尽くした上で業務の執行を決定

しております。平成17年４月以降の取締役会には監査役も出席しております。 

また、監査役については、コーポレート・ガバナンスの充実を図るべく、取締役会への出席、監査

役監査の実施のほか、２名の監査役による打合せを毎月行っております。また、迅速、公正及び正確

な企業情報の開示を遂行するために、適時開示及び制度開示に関する業務プロセスの見直しを実施

し、社内におけるチェック体制をより強化した開示体制の整備に努めております。 

  

  

(3) 会計監査の状況 

当社は、あずさ監査法人に会計監査を委嘱しており、期末のみではなく必要に応じて適宜監査が実施

されております。また、独立した立場から財務諸表等に対する意見を表明しております。 



業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務にかかる補助者の構成については以下のとおりであり

ます。 

  

① 業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員 ： 公認会計士  小 田 哲 生 

              公認会計士  土 肥   真 

  

② 監査業務にかかる補助者の構成 

公認会計士 ４名、その他 11名 

なお、業務を執行した公認会計士は、平成16年３月期より監査業務を執行しております。 

（注）その他は、会計士補、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。 

  

(4) 社外取締役及び社外監査役との関係及び責任限定契約の内容 

社外監査役竹腰倫仁、社外取締役白崎弘隆と当社との間には人的関係、取引関係及び資本的関係はあ

りません。 

その他の利害関係として、社外取締役は以下の新株予約権を保有しております。 

社外取締役 白崎弘隆  50株 

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、会社法第423条

第１項の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、社外取締役及

び社外監査役は会社法第425条第１項各号の額の合計額を限度とする契約を締結しております。 

 上記につきましては平成19年３月31日現在で記載しておりますが、社外取締役白崎弘隆は平成19年３

月期にかかる定時株主総会終結の時をもって取締役を退任し、当社監査役に就任しております。 

  

(5) 役員報酬の内容 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)において取締役及び監査役に支払われた

報酬は以下のとおりであります。 

  

 
  

(6) 監査報酬の内容 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)において当社が監査法人と締結した公認

会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は、24,500千円でありま

す。 

  

(7) 監査報酬以外の報酬 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)において、当社が監査法人と締結した公

認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬以外の報酬は2,000千円で

あります。 

  

(8) 取締役の定数 

取締役に支払った報酬 63,060千円

監査役に支払った報酬 5,280千円

    計 68,340千円



当社の取締役は９名以内とする旨を定款で定めております。 

  

(9) 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、連結財務諸表の作成初年度である

ため前連結会計年度との対比は行っておりません。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月

31日まで)並びに前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月

１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人の監査を受けて

おります。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
当連結会計年度

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 2,386,667

 ２ 受取手形及び売掛金 ※4,5 1,337,127

 ３ たな卸資産 1,116,939  

 ４ 繰延税金資産 45,121

 ５ その他 353,960

   貸倒引当金 △12,302

   流動資産合計 5,227,513 71.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※２ 595,273

    減価償却累計額 △377,236 218,036

  (2) 機械装置及び運搬具 279,365

    減価償却累計額 △163,505 115,860

  (3) 土地 ※２ 267,752

  (4) その他 421,118

△345,101 76,016

   有形固定資産合計 677,666 9.3

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん 1,001,842

  (2) その他 30,115

   無形固定資産合計 1,031,957 14.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※1,2 146,795

  (2) 繰延税金資産 6,166

  (3) その他 226,816

    貸倒引当金 △352

   投資その他の資産合計 379,426 5.2

   固定資産合計 2,089,050 28.6

   資産合計 7,316,563 100.0



  

  

 
  

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 569,582

 ２ 短期借入金 ※２ 1,955,075

 ３ １年以内返済予定 
      長期借入金

※２ 800,796

 ４ 未払金 577,557

 ５ 未払法人税等 306,516

 ６ 賞与引当金 13,397

  ７ ポイント引当金 8,344

 ８ 返品引当金 22,405

 ９ その他 220,502

   流動負債合計 4,474,178 61.1

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 50,000

 ２ 長期借入金 ※２ 1,578,330

 ３ 繰延税金負債 46

 ４ その他 759

   固定負債合計 1,629,135 22.3

   負債合計 6,103,313 83.4

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 101,610

 ２ 資本剰余金 118,326

 ３ 利益剰余金 519,750

   株主資本合計 739,686 10.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価
   差額金

△276

   評価・換算差額等合計 △276 △0.0

Ⅲ 少数株主持分 473,839 6.5

   純資産合計 1,213,249 16.6

   負債純資産合計 7,316,563 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 10,701,957 100.0

Ⅱ 売上原価 2,044,810 19.1

    売上総利益 8,657,147 80.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 6,449,643

 ２ 賞与引当金繰入額 1,727

 ３ その他 1,525,833 7,977,204 74.5

   営業利益 679,942 6.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息及び配当金 1,574

 ２ 受取賃料 2,483

 ３ その他 2,263 6,320 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 12,064

 ２ 株式公開準備費用 5,411

 ３ 株式交付費 5,860

 ４ その他 2,900 26,237 0.3

   経常利益 660,026 6.2

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 5,153

 ２ 固定資産売却益 ※１ 286

 ３ 投資有価証券売却益 429

 ４ ポイント引当金戻入益 10,962 16,832 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 前期損益修正損 1,826

 ２ 本社移転費用 2,168

 ３ 減損損失 ※２ 12,524

 ４ 保険解約損 2,750

 ５ 過年度返品引当金繰入額 6,216 25,486 0.2

   税金等調整前 
   当期純利益

651,372 6.1

   法人税、住民税及び
   事業税

298,330

   法人税等調整額 △15,471 282,858 2.7

   少数株主利益 10,255 0.1

   当期純利益 358,258 3.3



③ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

株主資本
評価・換算
差額等

少数株主持分 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

その他
有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高(千円) 11,000 ― 161,491 172,491 ― ― 172,491

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 90,610 118,326 ― 208,936 ― ― 208,936

 当期純利益 ― ― 358,258 358,258 ― ─ 358,258

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) ― ― ― ― △276 473,839 473,563

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 90,610 118,326 358,258 567,194 △276 473,839 1,040,757

平成19年３月31日残高(千円) 101,610 118,326 519,750 739,686 △276 473,839 1,213,249



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
                

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 651,372

 ２ 減価償却費 30,369

 ３ 長期前払費用償却費 3,101

 ４ 貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,153

 ５ 固定資産売却益 △286

 ６ 本社移転費用 539

 ７ 減損損失 12,524

 ８ 保険解約損 2,750

 ９ 投資有価証券売却益 △429

 10 受取利息及び受取配当金 △1,574

 11 支払利息 12,064

 12 株式交付費 5,860

 13 売上債権の増減額（△は増加） △314,397

 14 たな卸資産の増減額（△は増加） △215,680

 15 前渡金の増減額（△は増加） △18,329

 16 前払費用の増減額（△は増加） 3,625

 17 未収入金の増減額（△は増加） △1,730

 18 その他の流動資産の増減額（△は増加） △58,401

 19 仕入債務の増減額（△は減少） 159,838

 20 未払金の増減額（△は減少） 258,057

 21 賞与引当金の増減額（△は減少） △5,489

 22 返品引当金の増減額（△は減少） 22,405

 23 未払費用の増減額（△は減少） 15,382

 24 預り金の増減額（△は減少） △1,537

 25 ポイント引当金の増減額（△は減少） △16,952

 26 その他の流動負債の増減額（△は減少） △54,067

    小計 483,861

 27 利息及び配当金の受取額 1,574

 28 利息の支払額 △14,345

 29 法人税等の支払額 △26,506

    営業活動によるキャッシュ・フロー 444,583



               

 
                

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △134,334

 ２ 投資有価証券の取得による支出 △46,424

 ３ 投資有価証券の売却による収入 12,679

 ４ 子会社株式の購入による支出 △32,636

 ５ 有形固定資産の売却による収入 1,417

 ６ 有形固定資産の取得による支出 △97,972

 ７ 無形固定資産の取得による支出 △27,228

 ８ 差入保証金の増加 △2,341

 ９ 保険積立金の増加 △2,401

 10 保険積立金の解約収入 85,575

 11 新規連結子会社の株式取得による支出 ※２ △442,749

 12 短期貸付金の回収による収入 75,187

    投資活動によるキャッシュ・フロー △611,227

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 864,234

 ２ 長期借入による収入 2,348,600

 ３ 長期借入金返済による支出 △1,184,187

 ４ 株式の発行による収入 203,075

    財務活動によるキャッシュ・フロー 2,231,722

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 2,065,078

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 187,254

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,252,333



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
                    

項目
当連結会計年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 （１） 連結子会社の数及び名称

連結子会社の数 ９社 

連結子会社の名称

健康パートナーズ株式会社

 健康パートナーズ株式会社は平成18年

10月31日の設立に伴い当連結会年度より

連結子会社となりました。

健康アグリマリーンゲート株式会社

 健康アグリマリーンゲート株式会社は

平成18年11月15日の設立に伴い当連結会

計年度より連結子会社となりました。

株式会社ピーズ

 株式会社ピーズは平成18年11月15日の

設立に伴い当連結会計年度より連結子会

社となりました。

株式会社マルヌシ

 株式会社マルヌシは平成18年12月12日

の株式取得に伴い当連結会計年度の第３

四半期期末より連結子会社となりまし

た。

株式会社アクディア

 株式会社アクディアは平成18年12月25

日の株式取得に伴い当連結会計年度の第

３四半期期末より連結子会社となりまし

た。

株式会社ジャパンギャルズ

 株式会社ジャパンギャルズは平成19年

１月23日の株式取得に伴い当連結会計年

度より連結子会社となりました。   

 なお、みなし取得日を当連結会計年度

末日としているため、当連結会計年度は

貸借対照表のみを連結しております。

有限会社マイクロシステム

 株式会社ジャパンギャルズの子会社で

ある有限会社マイクロシステムは、株式

会社ジャパンギャルズの連結子会社化に

伴い、当連結会計年度より連結子会社に

含めております。 

 なお、みなし取得日を当連結会計年度

末日としているため、当連結会計年度は

貸借対照表のみを連結しております。

システムパーツ株式会社

 システムパーツ株式会社は平成19年３

月９日の株式取得に伴い当連結会計年度

より連結子会社となりました。 

 なお、みなし取得日を当連結会計年度

末日としているため、当連結会計年度は

貸借対照表のみを連結しております。



                   

項目
当連結会計年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

株式会社ラピー

 株式会社ラピーは平成19年３月23日の

株式取得に伴い当連結会計年度より連結

子会社となりました。 

 なお、みなし取得日を当連結会計年度

末日としているため、当連結会計期間は

貸借対照表のみを連結しております。

（２）  非連結子会社名

健康ベーカリー株式会社 

健康アド株式会社 

Kenkou USA,Inc.

 非連結子会社の上記３社は小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないため、連結

の範囲から除外しております。

２ 持分法の適用に関する事項 （１） 持分法適用の関連会社の数

該当はありません。

（２） 持分法を適用しない非連結子会社

健康ベーカリー株式会社 

健康アド株式会社 

Kenkou USA,Inc.

 非連結子会社の上記３社は小規模であ

り、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、持分法の適用範囲から

除外しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事

項

 連結子会社のうち株式会社マルヌシ、株式

会社ジャパンギャルズ及び株式会社ラピーの

決算日は２月28日であります。連結財務諸表

の作成に当たっては、決算日現在の財務諸表

を使用しております。ただし、連結決算日ま

での期間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。 

 連結子会社のうち有限会社マイクロシステ

ムの決算日は６月30日であります。連結財務

諸表の作成に当たって、２月28日現在で実施

した仮決算に基づく財務諸表を使用しており

ます。



                       

項目
当連結会計年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

 決算期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産

製品、商品、原材料、仕掛品

主として、総平均法による原価法

貯蔵品

最終仕入原価法

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

① 有形固定資産

 定率法を採用しております。ただし、平成

10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については定額法を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。

建物及び構築物      ３年～50年 

機械装置及び運搬具    ２年～13年 

工具器具備品       ２年～20年

② 無形固定資産

 自社利用のソフトウェアについては、社内

における見込利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。

③ 長期前払費用

定額法を採用しております。

 (3) 重要な繰延資産の処理方法  株式交付費は支払時に全額費用処理しており

ます。

 (4) 重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

② 賞与引当金

 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見

込額に基づき計上しております。

        



                      

 
           

         

項目
当連結会計年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

③ ポイント引当金

 連結子会社の顧客会員に付与したポイント

の還元サービスに備えるため、当連結会計年

度末において将来使用されると見込まれる額

を計上しております。

④ 返品引当金

 返品による損失に備えるため、過去の実績

を基準として算出した見積額を計上しており

ます。

           

 (5) 重要なリース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

         

 (6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

消費税の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式

によっております。

       

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に

関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方法は全面

時価評価法によっております。

          

６ のれんの償却に関する事項 のれんは10年間で均等償却しております。

        

７ 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月

以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期的な投資からなっ

ております。

        



注記事項 

  (連結貸借対照表関係) 

 
  

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

※1 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 42,636千円

 

 

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。

（1）担保に供している資産（帳簿価額）

   現金及び預金 22,008千円

   投資有価証券 56,247千円

   建物 88,092千円

   土地 117,425千円

計 283,774千円

（2）上記に対応する債務

   短期借入金 100,000千円

   １年以内返済予定長期借入金 3,440千円

   長期借入金 57,700千円

計 161,140千円

 

 ３ 偶発債務

 連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っ

ております。

   丸重宇部商店株式会社 20,000千円

計 20,000千円

 

※４ 手形割引高

受取手形割引高 29,460千円

 

※５ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、

期末残高に含まれております。

受取手形 399千円

 

 ６ 当社は、資金調達の機動性を高めるため、取引銀行と当座貸越契約を締結しておりま

す。

 なお、当連結会計年度末における当融資枠に基づく借入の実行状況は次のとおりであ

ります。

   当座貸越限度額 2,555,000千円

   借入実行高 1,689,825千円

差引額 865,174千円



(連結損益計算書関係) 

 
  

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

その他（器具備品） 286千円

 

※２ 減損損失

   当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用途 種類 場所 その他

遊休資産 建物、土地
青森県八戸市、
北海道小樽市

当該資産は株式会社マルヌシの
遊休土地及び遊休建物でありま
す。

  当社グループは原則として事業別にグルーピングを行い、遊休資産については個々の物件 

 を単位としております。 

  当連結会計年度において、事業の用に供していない遊休資産のうち、時価が下落した資産 

 グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を特別損失に計上しました。 

  その内訳は、建物293千円、土地12,231千円であります。 

  なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、建物、土地に 

 ついては不動産鑑定評価額及び固定資産税評価額により評価しております。



(連結株主資本等変動計算書関係) 

 当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

      １ 発行済株式に関する事項 

   
      （変動事由の概要） 

      増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

      １．平成18年５月29日付公募増資により発行した株式数            4,100株 

      ２．平成18年10月１日付株式分割（１株につき５株）により発行した株式数  233,600株 

  

      ２ 自己株式に関する事項 

      該当事項はありません。 

  

      ３ 新株予約権等に関する事項 
  
      該当事項はありません。 

  

      ４ 配当に関する事項 

      該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 54,300 237,700 ─ 292,000



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目 

 の金額との関係

現金及び預金 2,386,667千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △134,334千円

現金及び現金同等物 2,252,333千円

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な 

 内訳

   株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債 

 の内訳並びに株式の取得価額と取得のための支出442,749千円（純額）との関係は次の 

 とおりであります。

   株式会社マルヌシ（平成18年11月30日現在） 

流動資産 1,915,976千円

固定資産 674,140千円

のれん 148,136千円

流動負債 △1,476,086千円

固定負債 △172,840千円

少数株主持分 △463,584千円

その他有価証券評価差額金 1,053千円

 株式の取得価額 626,797千円

現金及び現金同等物 △848,113千円

 差引：取得のための支出 △221,316千円

 

 

   株式会社アクディア（平成18年12月31日現在）

流動資産 153,147千円

固定資産 53,509千円

のれん 333,469千円

流動負債 △85,657千円

固定負債 △36,157千円

株式の取得価額 418,310千円

現金及び現金同等物 △83,979千円

 差引：取得のための支出 334,331千円

   株式会社ジャパンギャルズ（平成19年２月28日現在）

流動資産 796,469千円

固定資産 201,028千円

のれん 402,445千円

流動負債 △581,253千円

固定負債 △283,290千円

株式の取得価額 535,400千円

現金及び現金同等物 △229,702千円

 差引：取得のための支出 305,697千円



当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

 

   有限会社マイクロシステム（平成19年２月28日現在）

流動資産 3,844千円

のれん 23,757千円

流動負債 △124,601千円

株式の取得価額 △97,000千円

現金及び現金同等物 △820千円

 差引：取得のための支出 △97,820千円

   システムパーツ株式会社（平成19年３月31日現在）

流動資産 279,197千円

固定資産 5,745千円

のれん 56,239千円

流動負債 △256,431千円

固定負債 △12,000千円

株式の取得価額 72,750千円

現金及び現金同等物 △50,060千円

 差引：取得のための支出 22,689千円

   株式会社ラピー（平成19年２月28日現在）

流動資産 131,895千円

固定資産 53,265千円

のれん 49,897千円

流動負債 △47,558千円

株式の取得価額 187,500千円

現金及び現金同等物 △88,332千円

 差引：取得のための支出 99,167千円



    (リース取引関係) 

 
                          

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

  当連結会計年度の当該リース取引の注記は、全て株式会社ジャパンギャルズのものでありま

す。平成19年１月23日に同社株式を取得し、連結子会社としましたが、みなし取得日を連結会計

年度末とし、貸借対照表のみを連結しているため、当連結会計年度の支払リース料及び減価償却

費相当額、減価償却費相当額の算定方法は記載しておりません。

     

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

  （借主側） 

   ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

区分

当連結会計年度
（自 平成18 年４月１日

至  平成19年３月31日)

機械装置
及び運搬具 
（千円）

取得価額相当額 11,000

減価償却累計額相当額 7,464

期末残高相当額 3,535

 

 ②  未経過リース料期末残高相当額

区分
当連結会計年度

（平成19年３月31日）

１年以内（千円） 1,702

１年超（千円） 2,247

合計（千円） 3,949

                                       

 

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿



    (有価証券関係) 

     当連結会計年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 
   

３．時価評価されていない有価証券 

 
                  

    (デリバティブ取引関係) 

     当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 当社グループは、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

                                       

（退職給付関係） 

   当連結事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 当社グループは、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

区分

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

取得原価

連結決算日
における 
連結貸借 

対照表計上額

差額

（千円） （千円） （千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

  ① 株式 6,109 8,564 2,454

小計 6,109 8,564 2,454

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

  ① 株式 95,518 92,595 △2,922

小計 95,518 92,595 △2,922

合計 101,627 101,159 △467

区分
当連結会計年度

(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

売却額（千円） 12,679

売却益の合計額（千円） 429

売却損の合計額（千円） ─

区分

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表計上額（千円）

（１）その他有価証券

   ①非上場株式 3,000

合計 3,000

（２）子会社株式及び関連会社株式

   ①子会社株式 42,636

合計 42,636



(ストック・オプション等関係) 

 当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

  （１）ストック・オプションの内容 

 
  

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年３月16日（臨時株主総会日）

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役１名

株式の種類及び付与数 普通株式  1,620株

付与日 平成17年３月22日（取締役会決議日）

権利確定条件 ① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時 
 において当社の取締役または従業員いずれかの 
 地位を保有していること、あるいは当社と顧問 
 契約を締結している場合に限り新株予約権を行 
 使できる。ただし、定年退職その他取締役会が 
 正当な理由があると認めた場合は、この限りで 
 はない。

② 新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人 
 は新株予約権を行使することができる。

③ その他の条件は、株主総会決議および取締役会 
 決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締 
 結する「新株予約権割当契約」に定めるところ 
 による。
④ 新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の 
 承認を要する。

対象勤務期間 なし

権利行使期間 平成19年４月１日～平成26年12月31日

会社名 提出会社

決議年月日 平成18年１月31日（臨時株主総会）

付与対象者の区分及び人数（名）
当社社外取締役１名 監査役２名
当社従業員23名 当社外部協力者４名

株式の種類及び付与数 普通株式  1,880株

付与日 平成18年２月16日（取締役会決議日）

権利確定条件 ① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時 
 において当社の取締役、監査役、従業員または 
 当社の外部協力者のいずれかの地位を保有して 
 いること、あるいは当社と顧問契約を締結して 
 いる場合に限り新株予約権を行使できる。ただ 
 し、定年退職その他取締役会が正当な理由があ 
 ると認めた場合は、この限りではない。
② 新株予約権者が死亡した場合、その者の相続 
 人は新株予約権を行使することができる。

③ その他の条件は、株主総会決議および取締役 
 会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で 
 締結する「新株予約権割当契約」に定めるとこ 
 ろによる。

④ 新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会 
 の承認を要する。

対象勤務期間 なし

権利行使期間 平成20年10月１日～平成26年12月31日



  （２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

   ① ストック・オプションの数 

 
  

   ② 単価情報 

 
  （注）１ 権利行使価格は平成18年10月１日付の株式分割（１：５）により、334円から 

       67円に変更されています。 

     ２ 権利行使価格は平成18年10月１日付の株式分割（１：５）により、8,000円から 

       1,600円に変更されています。 

              

                                                  

会社名 提出会社 提出会社

 決議年月日 平成17年３月16日 平成18年１月31日

 権利確定前

    期首 （株） 1,620 1,880

    付与 （株） ─ ─

    失効 （株） ─ △54

    分割 （株） 6,480 7,304

    失効 （株） ─ △860

    権利確定 （株） ─ ─

    未確定残 （株） 8,100 8,270

 権利確定後

    期首 （株） ─ ─

    権利確定 （株） ─ ─

    権利行使 （株） ─ ─

    失効 （株） ─ ─

    未行使残 （株） ─ ─

 会社名 提出会社 提出会社

 決議年月日 平成17年３月16日 平成18年１月31日

 権利行使価格 （円） （注）１    67 （注）２   1,600

 行使時平均株価 （円） ─ ─

 付与日における公正な評価単価 
 （円）

─ ─



    (税効果会計関係) 

     

 
  

  

  

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

   （繰延税金資産） 

税務上の繰越欠損金 50,007千円

貸倒引当金 75,519千円

未払事業税 21,532千円

出資金評価損 39,800千円

貸倒損失 31,840千円

減損損失 29,949千円

その他 25,291千円

繰延税金資産小計 273,940千円

評価性引当金 △221,777千円

繰延税金資産合計 52,163千円

   （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △46千円

仮払事業税 △874千円

繰延税金負債合計 △920千円

繰延税金資産（負債）の純額 51,242千円

    

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目

別の内訳

法定実効税率 40.69%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.38%

住民税均等割 0.20%

留保金課税額 4.20%

評価性引当額の減少 △1.96%

その他 △0.09%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.42%
 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める

「健康関連事業」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

                        

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計が全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割

合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

                                             

【海外売上高】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。  

  

  

【関連当事者との取引】 

  当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  該当事項はありません。            

                    

(企業結合等関係) 

  当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

  



(１株当たり情報) 

                                       

 
                                       

                                      

(注)１. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
   

     ２． １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、 

       以下のとおりであります。 

 
    

項目
当連結会計年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 2,532円23銭

１株当たり当期純利益 1,240円76銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

1,175円55銭

当社は、平成18年10月１日付で、株式１株につき
５株の株式分割を行っております。

項目
当連結会計年度末

（平成19年３月31日現在)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額
（千円）

1,213,249

普通株式に係る純資産額（千円） 739,410

差額の主要な内訳（千円)
少数株主持分

473,839

普通株式の発行済株式数（株) 292,000

普通株式の自己株式数(株) ―

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

292,000

項目
当連結会計年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 358,258

普通株式に係る当期純利益(千円) 358,258

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 288,742

当期純利益調整額(千円) ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の
算定に用いられた普通株式増加数の主要
な内訳（株）

  新株予約権 16,016

普通株式増加数（株） 16,016

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要

  

───────
 
 



(重要な後発事象) 

 
                              

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

Ⅰ. 子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）について

 連結財務諸表提出会社（以下、当社）は平成19年4月26日開催の取締役会決議に基づき、連

結子会社である健康パートナーズ株式会社及び健康アグリマリンゲート株式会社を吸収合併

（簡易合併・略式合併）いたしました。

１． 合併の目的 

  被合併会社である健康パートナーズ株式会社及び健康アグリマリンゲート株式会社は、 

 投資事業等を目的として、それぞれ平成18年10月及び平成18年11月に設立されましたが、 

 今般、当社グループの経営の効率化を図ることを目的として合併することといたすもので 

 あります。

２． 合併の要旨 

（１） 合併の日程 

  合併契約書承認取締役会 平成19年4月26日 

  合併契約書調印 平成19年4月26日 

  合併契約書承認株主総会 開催いたしません（注） 

  合併効力発生日 平成19年5月28日 

  合併登記 平成19年5月28日 

 （注）本合併は会社法第796条第3項に定める簡易合併並びに同法第784条第1項に定める略 

  式合併であるため、当社、健康パートナーズ株式会社及び健康アグリマリンゲート株式 

  会社において合併契約書に関する株主総会での承認を得ずに行うものであります。 

（２） 合併方式 

  健康コーポレーション株式会社を存続会社とする吸収合併方式とし、健康パートナーズ 

 株式会社及び健康アグリマリンゲート株式会社は解散いたします。

（３） 合併比率ならびに合併交付金 

  当社は、健康パートナーズ株式会社及び健康アグリマリンゲート株式会社の全株式を所 

 有しており、合併による新株式の発行および資本金の増加、ならびに合併交付金の支払は 

 行いません。

（４） 消滅会社の新株予約権に関する取り扱いについて被合併会社において、新株予約権は 

   発行されておりません。

（５） 会計処理の概要 

  「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会平成15年10月31日）に定める共通支配下 

 の取引等の会計処理に該当し、これに基づき合併に伴う会計処理を行います。



                            

 
                

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

３.合併当事会社の概要（平成19年３月31日現在）

 商号
健康コーポレーション株式会社
（合併会社）

 主たる事業内容 健康食品の通信販売業

 設立年月日 平成15年４月24日

 本店所在地
東京都中野区中央二丁目９番1号
サン・ロータスビル４Ｆ

 代表者 瀬戸 健

 資本金の額 101,610千円

 発行済株式総数 292,000株

 純資産 713,729千円

 総資産 4,519,840千円

 決算期 ３月31日

 従業員 37名

 商号
健康パートナーズ株式会社
（被合併会社）

 主たる事業内容
投資事業、金融サービス業、
コンサルティング事業

 設立年月日 平成18年10月31日

 本店所在地
東京都中野区中央二丁目９番1号
サン・ロータスビル４Ｆ

 代表者 瀬戸 健

 資本金の額
(平成19年３月31日現在)

70,000千円

 発行済株式総数
(平成19年３月31日現在)

2,600株

 純資産
(平成19年３月31日現在)

125,347千円

 総資産
(平成19年３月31日現在)

1,298,933千円

 決算期 ３月31日

 従業員 ―



                                  

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

 商号
健康アグリマリーンゲート株式会
社（被合併会社）

 主たる事業内容
投資事業、金融サービス業、
コンサルティング事業

 設立年月日 平成18年11月15日

 本店所在地
東京都中野区中央二丁目９番1号
サン・ロータスビル４Ｆ

 代表者 瀬戸 健

 資本金の額
(平成19年３月31日現在)

10,000千円

 発行済株式総数
(平成19年３月31日現在)

10,000株

 純資産
(平成19年３月31日現在)

6,511千円

 総資産
(平成19年３月31日現在)

659,479千円

 決算期 ３月31日

 従業員 ―

                                               
４.合併後の状況

 商号 健康コーポレーション株式会社

 事業内容 健康食品の通信販売業

 本店所在地
東京都中野区中央二丁目９番1号
サン・ロータスビル４Ｆ

 代表者の役職・ 
 氏名

代表取締役社長 瀬戸 健

 資本金
合併による資本金の額の増加はあ
りません。

 純資産
合併による純資産に与える影響は
軽微であります。

 総資産
合併による総資産に与える影響は
現在精査中であります。

 決算期 ３月末

 合併による業績 
 への影響の見通 
 し

健康パートナーズ株式会社及び健
康アグリマリンゲート株式会社
は、当社の連結子会社であるた
め、合併による連結業績に与える
影響は軽微であります。

                                      



  

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

Ⅱ. 会社新設分割による純粋持株会社体制移行について                        

 当社は平成19年５月15日開催の取締役会において平成19年９月１日付をもって、「会社新設

分割による純粋持株会社への移行」及び「商号の変更」を決議いたしました。

          

１． 持株会社体制への移行の目的                         

当社は、平成18年５月30日に札幌証券取引所アンビシャス市場に上場後、経営基盤の強化を図

るために自社商品の開発に加えて、健康関連企業のグループ化を行ってまいりましたが、今

般、グループ運営の効率化を図るために、持株会社体制に移行することにいたしました。

 持株会社にはグループ全体の戦略策定、経営管理等、公開会社としてグループ経営に必要な

機能を持たせることで、株主の視点からグループ内の経営資源を最適配分して有効活用すると

ともに、グループ各社の連携を強化することで経営効率を高め、事業間の相乗効果を追求し、

グループ全体の統制を強化することで総合力を発揮してまいります。

                

２．移行の方法

 平成19年９月１日(予定)を期して、当社を分割会社（「健康ホールディングス株式会社（仮

称）」に商号変更）とし、新たに設立する健康コーポレーション株式会社（仮称）を新設会社

とする分社型新設（全ての事業を同社に承継、物的分割）を予定しています。なお、持株会社

が札幌証券取引所アンビシャス市場に上場を継続することとし、現在の当社の子会社等は、持

株会社の100%子会社となる予定です。

           

３．分割の要旨

（１）分割の日程

平成19年５月15日  分割計画書承認の取締役会

平成19年６月28日   分割計画書承認のための定時株主総会

平成19年９月１日  新設分割期日（予定）

（２）分割方式

 当社を分割会社とし、健康コーポレーション株式会社を承継会社とする分割（物的）吸収分

割の方式を採用します。

（３）分割により減少する資本金等

 該当事項はありません。

（４）分割会社の新株

  当社が発行しております新株予約権の取り扱いについて、本件分割による変更はありませ

ん。

（５）承継会社が承継する権利義務

  承継会社は、当社の営業にかかわる資産・負債および各種契約などの権利義務を承継いたし

ます。ただし、分割契約書において別段の定めのあるものは除きます。

（６）債務履行の見込み

 本件分割後の当社および承継会社は、ともに資産の額が負債の額を上回ることが見込まれて

おり、また収益状況においても負担すべき債務の履行に支障をおよぼす事態が予想されないこ

とから、債務履行の確実性に問題はないものと判断しております。



  

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

４．分割当事会社の概要

商号 健康コーポレーション株式会社 健康コーポレーション株式会社

（分割会社） （承継会社）

（健康ホールディングス株式会社に商
号変更）

主たる事業内容 健康食品の通信販売業 健康食品の通信販売業

設立年月日 平成15年4月24日 平成19年9月1日

本店所在地 東京都中野区中央二丁目９番1号サン・
ロータスビル４Ｆ

東京都中野区中央二丁目９番1号サ
ン・ロータスビル４Ｆ

代表者 代表取締役社長 瀬戸 健 代表取締役社長 瀬戸 健

資本金の額 101,610千円

未定

発行済株式総数 292,000株

純資産 713,729千円

総資産 4,519,840千円

決算期 3月31日

従業員 37名

主要取引先 一般消費者

大株主および持株比率 瀬戸 健   73.3% 健康ホールディングス株式会社
100％

主要銀行 三菱東京ＵＦＪ銀行

未定
三井住友銀行

みずほ銀行

りそな銀行

株主数 1,190名（平成19年3月31日現在） １名

当事者の関係

資
本
関
係

合併会社は被合併会社の発行済株式を100％所有しております。

人
的
関
係

承継会社の取締役は、分割会社の取締役が兼務する予定です。

取
引
関
係

健康食品の通信販売業等の営業の一切に係る取引はすべて承継会社に承
継されます。

                                      



  

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

最近3決算期間の業績

（健康コーポレーション株式会社）

決算期

平成17年 平成18年 平成19年

3月期 3月期 3月期

（千円） （千円） （千円）

売上高 898,025 2,429,404 9,576,426

経常利益 118,161 163,117 616,868

当期純利益 70,699 94,484 332,647

１株当たり
3,927.77 1,745.02 1,152.06

当期純利益（円）

１株当たり
― ― ―

配当金(円）

１株当たり
4,222.65 3,176.65 2,444.28

純資産（円）

                       

５．分割後の当社の状況

(１)商号 健康ホールディングス株式会社 （予定）

(２)事業内容 持株会社（グループ会社を統括する管理運営会社）

(３)本社所在地 東京都中野区中央二丁目９番1号サン・ロータスビル４Ｆ

(４)代表者 代表取締役社長 瀬戸 健

(５)資本金 101,610千円

(６)総資産 未定

(７)決算期 3月31日

(８)業績に与える影響

 新設会社は当社の100％子会社となるため、本件会社分割が当社の連結業績に与

える影響は軽微であります。また、当社の単体業績については、分割後当社が純

粋持株会社となる結果、収入は子会社からの配当及び経営指導料等が主なものと

なり、費用は、持株会社としての機能に関するものが中心となります。 



         

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

                       

Ⅲ. 株式会社弘乳舎の株式取得(子会社化)について                        

 当社は平成19年６月22日開催の当社取締役会において、株式会社弘乳舎の株式を取得し子会

社化することを決議し、平成19年６月22日に、株式会社弘乳舎の個人株主１名、株式会社弘乳

舎の代表取締役社長である町原籌夫氏及び株式会社弘乳舎と、株式会社弘乳舎の発行済株式総

数180,000株の３分の２を超える株式を、一株当たり20,450円にて取得する内容の株式譲渡に

関する基本契約書を締結いたしました。

             

１．株式取得の目的

 乳酸菌飲料、ヨーグルト、アイスクリーム、脱脂粉乳、バター等の製造販売と乳製品の加工

受託を主事業とする株式会社弘乳舎を子会社化することとにより、同社が培ってきた乳製品に

関する豊富な経験と高度なノウハウを取り込み、品揃えおよび製品開発力の強化等を通じて、

経営基盤強化につなげることを目的としております。

             

２．株式会社弘乳舎の概要

(１)商号 株式会社弘乳舎

(２)代表取締役意 代表取締役 町原籌夫

(３)所在地 熊本県熊本市高平三丁目43番２号

(４)設立年月日 昭和31年３月31日

(５)主な事業内容 乳製品の製造販売

(６)資本金 90百万円



⑤ 【連結附属明細表】 

 【社債明細表】 

 
注１．（）内書は、１年以内の償還予定額であります。        

 ２. 連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

 
  

 【借入金等明細表】 

 
（注）１. 平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２.  長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額

の総額 

 
  

                                

(2) 【その他】 

  該当事項はありません。 

  

(単位:円)

銘柄 発行年月日 前期末残高(千円) 当期末残高(千円) 利率 担保 償還期限

株式会社ジャパンギャル
ズ第1回無担保社債 
       （注）１ 平成15年7月25日 ─

100,000
(100,000) 年0.49％ なし 平成19.7.25

株式会社ジャパンギャル
ズ第2回無担保社債 平成17年7月15日 ─ 50,000 年0.53％ なし 平成20.7.15

 
計

─ ─
150,000

(100,000) ─ ─ ─

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

100,000 50,000 ─ ─ ─

区分
前期末残高 当期末残高 平均利率

返済期限
（千円） （千円） （％）

短期借入金 ─ 1,955,075 1.17 ─

１年以内に返済予定の長期借入金 ─ 800,796 1.67 ─

長期借入金（１年以内に返済予定のも
のを除く）

─ 1,578,330 1.23 平成20年～22年

その他の有利子負債 ─ ─ ─ ─

合  計 ─ 4,334,201 ─ ─

１年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

（千円） （千円） （千円） （千円）

1,001,910 573,920 2,500 ─



２【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
前事業年度

(平成18年３月31日)
当事業年度 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 187,254 1,511,642

 ２ 売掛金 178,538 620,923

 ３ 商品 10,731 21,982

 ４ 製品 8,821 10,719

 ５ 原材料 7,639 196,284

 ６ 仕掛品 562 28,509

 ７ 貯蔵品 35,387 146,586

 ８ 前渡金 40,610 66,131

 ９ 前払費用 3,287 8,610

 10 繰延税金資産 6,043 30,182

 11 未収入金 34 2,259

 12 預け金 ― 64,871

 13 その他 ― 5,282

   貸倒引当金 △1,407 ―

   流動資産合計 477,503 95.1 2,713,987 60.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 392 5,291

    減価償却累計額 △234 157 △764 4,527

  (2) 機械装置 3,714 3,714

    減価償却累計額 △489 3,224 △1,218 2,495

  (3) 工具器具備品 4,700 20,073

    減価償却累計額 △1,224 3,476 △4,002 16,070

   有形固定資産合計 6,858 1.4 23,093 0.5

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 3,120 4,307

  (2) 電話加入権 83 83

   無形固定資産合計 3,203 0.6 4,391 0.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ― 34,542

  (2) 関係会社株式 10,000 192,636

  (3) 出資金 ― 10

  (4) 関係会社長期貸付金 ― 1,540,000

  (5) 長期前払費用 640 4,067

  (6) 繰延税金資産 23 277

  (7) 敷金保証金 4,100 6,790

  (8) その他 30 45

   投資その他の資産合計 14,794 2.9 1,778,367 39.4

   固定資産合計 24,857 4.9 1,805,853 40.0

   資産合計 502,360 100.0 4,519,840 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 17,624 88,866

 ２ 短期借入金 ― 850,000

 ３ １年以内返済予定 
      長期借入金

― 677,900

 ４ 未払金 ※１ 228,813 665,696

 ５ 未払費用 9,105 26,081

 ６ 未払法人税等 33,903 274,950

 ７ 未払消費税等 ※５ 36,476 4,916

 ８ 預り金 931 3,744

 ９ 賞与引当金 3,014 2,849

 10 返品引当金 ― 22,405

   流動負債合計 329,869 65.7 2,617,411 57.9

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ― 1,188,700

   固定負債合計 ― ― 1,188,700 26.3

   負債合計 329,869 65.7 3,806,111 84.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 11,000 2.2 ― ―

Ⅱ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益 161,491 ―

   利益剰余金合計 161,491 32.1 ― ―

   資本合計 172,491 34.3 ― ―

   負債及び資本合計 502,360 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 101,610 2.3

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 118,326

    資本剰余金合計 ― ― 118,326 2.6

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 494,139

    利益剰余金合計 ― ― 494,139 10.9

   株主資本合計 ― ― 714,075 15.8

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― △345 △0.0

   評価・換算差額等合計 ― ― △345 △0.0

   純資産合計 ― ― 713,729 15.8

   負債純資産合計 ― ― 4,519,840 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ カロリーコントロール用 
   健康食品

2,355,776 9,461,414

 ２ その他の健康食品 73,627 2,429,404 100.0 115,011 9,576,426 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 期首製品たな卸高 9,067 8,821

 ２ 当期製品製造原価 299,555 1,205,061

    合計 308,623 1,213,883

 ３ 期末製品たな卸高 8,821 10,719

 ４ 製品他勘定振替高 ※２ 25,127 127,023

 ５ 製品売上原価 274,674 1,076,139

 ６ 期首商品たな卸高 2,113 10,731

 ７ 当期商品仕入高 22,004 55,899

    合計 24,118 66,631

 ８ 期末商品たな卸高 10,731 21,982

 ９ 商品他勘定振替高 ※３ 1,769 11,060

 10 商品売上原価 11,617 286,291 33,588 1,109,727

 11 返品引当金戻入額 ― 6,216

 12 返品引当金繰入額 ― 22,405

    売上原価計 286,291 11.8 1,125,916 11.8

    売上総利益 2,143,112 88.2 8,450,509 88.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 荷造運賃 91,821 301,437

 ２ 広告宣伝費 1,461,578 6,505,568

 ３ 貸倒引当金繰入額 404 ―

 ４ 役員報酬 92,336 68,340

 ５ 給料手当 77,974 134,039

 ６ 賞与引当金繰入額 3,014 2,849

 ７ 消耗品費 11,468 15,421

 ８ 販売手数料 96,735 314,210

 ９ 支払手数料 30,410 204,059

 10 地代家賃 4,279 13,905

 11 減価償却費 2,835 8,261

 12 その他 ※４ 87,451 1,960,311 80.7 251,928 7,820,020 81.6

   営業利益 182,801 7.5 630,488 6.6



  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※１ 2 5,739

 ２ 機器賃貸料収入 ※１ 376 645

 ３ 受取賠償金 ※５ 66 ―

 ４ その他 152 596 0.0 1,090 7,475 0.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 229 8,751

 ２ 株式公開準備費用 626 5,411

 ３ 新株発行費 509 ―

 ４ 株式交付費 ― 5,860

 ５ 消費税等納付差額金 18,320 ―

 ６ 賃貸資産減価償却費 551 815

 ７ その他 44 20,281 0.8 257 21,095 0.2

   経常利益 163,117 6.7 616,868 6.4

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 ― 1,407

 ２ 固定資産売却益 ※６ 771 771 0.0 286 1,694 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 本社移転費用 ― 2,168

 ２ 過年度返品引当金繰入額 ― 6,216

 ３ 過年度社会保険料 1,764 1,764 0.0 ― 8,385 0.0

   税引前当期純利益 162,124 6.7 610,177 6.4

   法人税、住民税及び 
   事業税

68,213 301,685

   法人税等調整額 △573 67,640 2.8 △24,155 277,530 2.9

   当期純利益 94,484 3.9 332,647 3.5

   前期繰越利益 67,007 ―

   当期未処分利益 161,491 ―



③ 【製造原価明細書】 

                           

 
                       

(注) ※１ 主な内訳は、次のとおりであります。 

 
     

※２ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

 
                                              

(原価計算の方法) 

当社の原価計算は、総合原価計算による実際原価計算であります。 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 188,787 63.2 811,682 65.7

Ⅱ 経費 ※１ 110,163 36.8 423,579 34.3

  当期総製造費用 298,950 100.0 1,235,262 100.0

  期首仕掛品たな卸高 2,088 562

   合計 301,039 1,235,825

  期末仕掛品たな卸高 562 28,509

  他勘定振替高 ※２ 920 2,253

  当期製品製造原価 299,555 1,205,061

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

容器包装費 56,293千円 容器包装費 202,184千円

外注加工費 53,869千円 外注加工費 221,394千円

前事業年度 当事業年度

(自 平成17年４月１日 (自 平成18年４月１日

  至 平成18年３月31日)  至 平成19年３月31日)

 仮払消費税等 916千円 販売費及び一般管理費

（広告宣伝費） 2,003千円

 販売費及び一般管理費 営業外費用

 （販売促進費） 3千円 （株式公開準備費用） 227千円

販売費及び一般管理費

（販売促進費） 16千円

販売費及び一般管理費

（荷造運賃） 6千円



                  

④ 【株主資本等変動計算書】 

      当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

株主資本
評価・換算 

差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益
剰余金

その他 
有価証券 
評価差額金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高 
(千円)

11,000 ― 161,491 172,491 ― 172,491

事業年度中の変動額

 新株の発行 90,610 118,326 ― 208,936 ― 208,936

 当期純利益 ― ― 332,647 332,647 ― 332,647

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額 
 (純額)

― ― ― ― △345 △345

事業年度中の変動額合計 
(千円)

90,610 118,326 332,647 541,583 △345 541,237

平成19年３月31日残高 
(千円)

101,610 118,326 494,139 714,075 △345 713,729



⑤ 【キャッシュ・フロー計算書】 

当事業年度は、連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりますので、キャッシュ・ 

フロー計算書は作成しておりません。 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税引前当期純利益 162,124

 ２ 減価償却費 2,911

 ３ 長期前払費用償却費 475

 ４ 貸倒引当金の増加額 404

 ５ 固定資産売却益 △771

 ６ 受取利息 △2

 ７ 支払利息 229

 ８ 新株発行費 509

 ９ 売上債権の増加額 △53,133

 10 たな卸資産の増加額 △28,711

 11 前渡金の増加額 △37,844

 12 前払費用の増加額 △1,350

 13 未収入金の増減額 5,994

 14 仕入債務の増減額 △7,188

 15 未払金の増加額 81,207

 16 賞与引当金の増加額 1,747

 17 未払費用の増加額 190

 18 前受金の増減額 △58

 19 預り金の増減額 △3,678

 20 未払消費税等の増加額 36,476

 21 その他 △457

    小計 159,074

 22 利息及び配当金の受取額 2

 23 利息の支払額 △229

 24 法人税等の支払額 △87,168

    営業活動によるキャッシュ・フロー 71,678

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の払戻による収入 850

 ２ 関係会社株式の取得による支出 △10,000

 ３ 有形固定資産の売却による収入 1,809

 ４ 有形固定資産の取得による支出 △5,997

 ５ 無形固定資産の取得による支出 △3,600

 ６ 敷金保証金の払戻による収入 384

 ７ 敷金保証金の払込による支出 △990

   投資活動によるキャッシュ・フロー △17,543



  

 
        

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 株式の発行による収入 1,491

    財務活動によるキャッシュ・フロー 1,491

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 55,625

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 131,629

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 187,254



⑥ 【利益処分計算書】 

  

 
      （注）日付は株主総会承認年月日であります。 

              

前事業年度
株主総会承認予定日 
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 161,491

Ⅱ 利益処分額 ―

Ⅲ 次期繰越利益 161,491



重要な会計方針 

               

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

 移動平均法による原価法

(1) 子会社株式

 同左

(2) その他有価証券

─
(2) その他有価証券

 時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算

定）

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品、製品、原材料、仕掛品

  総平均法による原価法

(1) 商品、製品、原材料、仕掛品

  同左

(2) 貯蔵品

  終仕入原価法

(2) 貯蔵品

  同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物 ３年

機械装置 ９年

車両運搬具 ２年

工具器具備品 ４～８年
 

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物 ３～15年

機械装置 ９年

工具器具備品 ４～10年

(2) 無形固定資産

  自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能

期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

(2) 無形固定資産

  同左

(3) 長期前払費用

  定額法を採用しております。

(3) 長期前払費用

  同左

４ 繰延資産の処理方法 新株発行費

支払時に全額費用処理しておりま

す。

株式交付費

支払時に全額費用処理しておりま

す。

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

なお、当期においては貸倒実績

及び個別の回収不能見込額がな

いため、貸倒引当金は計上して

おりません。

(2) 賞与引当金

  従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。

(2) 賞与引当金

同左



 
                  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 返品引当金

＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(3) 返品引当金

返品による損失に備えるため、過去

の実績を基準として算出した見積額

を計上しております。 

（会計処理方法の変更） 

 従来、返品に伴う損失は、返品を

受けた期間の売上高の控除として処

理しておりましたが、当期に入って

返品額の重要性が増加してきたこと

から、より適正な期間損益計算を図

るため、当事業年度から、過去の返

品実績率に基づく将来の返品損失見

込額を返品引当金として計上する方

法に変更いたしました。 

この変更に伴い、従来の方法によっ

た場合に比べ、売上総利益、営業利

益及び経常利益がそれぞれ16,189千

円、税引前当期純利益が22,405千円

減少しております。

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来する

流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない短期的な投資

からなっております。

＿＿＿＿＿＿＿＿

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

（会計処理方法の変更）

当社は、従来、税込方式によってお

りましたが、課税事業者になったこ

とを契機に当事業年度より、税抜方

式によっております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比

べ、売上高が121,470千円、売上原価

が14,161千円、販売費及び一般管理

費が122,053千円及び営業外収益が26

千円、特別利益が90千円減少し、営

業外費用が18,319千円増加したた

め、売上総利益が107,308千円減少

し、営業利益が14,744千円増加し、

経常利益が3,601千円減少して、税引

前当期純利益が3,691千円減少してお

ります。

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。



会計処理の変更 

 
            

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

  
  
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
   
  
  
 
 
         

────────── 
 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等）

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は713,729千円

であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して

おります。

       

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い）

当事業年度から、「繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い」（企業会計基準委員会平成18年８月11日 

実務対応報告第19号）を適用しております。 

 前事業年度において営業外費用の内訳として表示し

ていた「新株発行費」は、当事業年度より「株式交付

費」として表示する方法に変更しております。 

 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

             

 
             

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※１      ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ※１ 関係会社に対する資産及び負債 

 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれて

いるものは次のとおりであります。 

 未払金           146,102千円

 ２      ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿         

 

 ２ 偶発債務

次の関係会社の金融機関からの借入に対し債

務保証を行っております。

保証先
金額 

（千円）
内容

健康パートナーズ株式会社 280,000 借入債務

 

※３ 授権株式数及び発行済株式総数

   授権株式数 普通株式 216,000株

発行済株式総数 普通株式 54,300株

 

※３      ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿         

 

 

４ 当社は、資金調達の機動性を高めるため、取引

銀行と当座貸越契約を締結しております。

なお、当事業年度末における当融資枠に基づ

く借入の実行状況は次のとおりであります。

当座貸越限度額 600,000千円

借入実行残高    － 千円

差引額     600,000千円

 
 

４ 当社は、資金調達の機動性を高めるため、取引

銀行と当座貸越契約を締結しております。

なお、当事業年度末における当融資枠に基づ

く借入の実行状況は次のとおりであります。

当座貸越限度額 1,400,000千円

借入実行残高   800,000千円

差引額      600,000千円

 

※５ 消費税等の取り扱い

 簡易課税方式により算出される納付額を未払

消費税等として計上するとともに、仮受消費税

等の精算後残高と納付税額との差額（差損）は

消費税等納付差額金として営業外費用に計上し

ております。

※５      ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿         



(損益計算書関係) 

        

 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 関係会社に対するものが、次の通り含まれてお

ります。

機器賃貸料収入         376千円

※１ 関係会社に対するものが、次の通り含まれてお

ります。

受取利息            5,175千円

機器賃貸料収入         645千円

 

※２ 製品他勘定振替高の内訳は次のとおりです。

販売費及び一般管理費 

（販売促進費）
24,696千円

仮払消費税等          431千円

合計            25,127千円

 

 

※２ 製品他勘定振替高の内訳は次のとおりです。

販売費及び一般管理費 

（販売促進費）

販売費及び一般管理費 

（廃棄損）

    

66,500千円

    

60,479千円

株式公開準備費用         44千円

合計           127,023千円

 

 

※３ 商品他勘定振替高の内訳は次のとおりです。

販売費及び一般管理費 

（販売促進費）
1,668千円

仮払消費税等         100千円

合計            1,769千円

 

 

※３ 商品他勘定振替高の内訳は次のとおりです。

販売費及び一般管理費 

（販売促進費）

販売費及び一般管理費 

（廃棄損）

    

7,438千円

    

3,619千円

株式公開準備費用         3千円

合計           11,060千円

 

※４ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費

              293千円

※４      ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿        

         

※５ 受取賠償金66千円は原材料仕入業者からの不良

分に対する賠償金であります。

※５      ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿        

※６ 固定資産売却益は車両運搬具771千円でありま

す。

※６ 固定資産売却益は工具器具備品286千円でありま

す。



(株主資本等変動計算書関係) 

  当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

     自己株式に関する事項 

     該当事項はありません。 

                                  
  
(キャッシュ・フロー計算書関係) 

当事業年度は、連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりますので、キャッシュ・ 

フロー計算書は作成しておりません。 

 
               

(リース取引関係) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

                 

(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１．時価評価されていない有価証券 

 
                  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

           

(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当事業年度は、連結財務諸表を作成しているため、連結財務諸表に関する注記事項として 

   開示しております。 

               

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

                      (平成18年３月31日現在)

 現金及び預金勘定 187,254千円

 現金及び現金同等物 187,254千円

貸借対照表計上額

（１）子会社株式及び関連会社株式

   子会社株式 10,000千円



(退職給付関係) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当事業年度は、連結財務諸表を作成しているため、連結財務諸表に関する注記事項として 

   開示しております。 

                                 



(税効果会計関係) 

                                        

 
                                     

                                     

(持分法損益等) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき関連会社が存在しない 

   ため、記載しておりません。 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当事業年度は、連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。 

                                

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(千円)

繰延税金資産

  未払事業税 3,219

  賞与引当金 1,267

  広告宣伝費否認 1,556

  その他 23

 繰延税金資産計 6,067

 繰延税金資産の純額 6,067

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(千円)

繰延税金資産

 未払事業税 18,313

 返品引当金 9,117

 賞与引当金 1,159

 棚卸資産 1,100

 その他 771

繰延税金資産計 30,460

繰延税金資産の純額 30,460

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下で

あるため注記を省略しております。

 

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

 

法定実効税率 40.69%

（調整）

交際費等永久に損金に算入
 されない項目

0.21%

留保金課税額 4.48%

住民税均等割 0.09%

その他 0.01%

税効果会計適用後の法人税等
 の負担率

45.48%



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

 
（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．瀬戸誠は、当社代表取締役社長瀬戸健の実父であります。 

３．設備の購入については、取得時の価格をもとに合理的に決定しております。 

４．子会社株式の購入については、純資産価額等を考慮して、交渉により決定しております。 

５．原材料仕入価格については、市場価格を参考に合理的に決定しており、一般的な取引条件であり

ます。なお、健康ベーカリー株式会社は、平成17年４月18日の設立時から平成17年６月10日に当社

が同社株式を取得するまでの期間、瀬戸誠が議決権の100%を所有しておりました。したがいまし

て、取引金額については平成17年４月18日から平成17年６月10日までの期間の金額を記載しており

ます。なお、瀬戸誠は、同社の代表取締役でしたが、平成17年６月17日をもって代表取締役を辞任

しております。 

                                     

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当事業年度は、連結財務諸表を作成しているため、連結財務諸表に関する注記事項として開示して

おります。  

  

(企業結合等関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため、記載しておりま

せん。  

  

属性 会社等の名称 住所

資本金
又 

は出資
金 

(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び 
その近親者

瀬戸 誠 
（注）２

－ － 会社員
(被所有)
直接 0.2

－ －

設備の購入
（注）３

5,299 － －

子会社株式
の購入 
（注）４

10,000 － －

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社並びに子
会社

健康ベーカ
リー株式会
社

福岡県北九州市
八幡西区

10,000
パン・菓子
の製造・ 
卸・小売

― ―
当社原材
料の製造

原材料の仕
入 
（注）５

1,069 － －



(１株当たり情報) 

                                     

 
                                   

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 3,176円65銭 2,444円28銭

１株当たり当期純利益 1,745円02銭 1,152円06銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ありますが、当社株式は非上場であ

り、かつ店頭登録もしていないた

め、期中平均株価が把握できません

ので記載しておりません。 

   

当社は、平成17年10月28日付で株式

１株につき３株の株式分割を行って

おります。 

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年度に

おける１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 1,407円55銭

１株当たり当期純利益金額

          1,309円26銭

          1,091円51銭 

   

   

   

   

   

   

当社は、平成18年10月１日付で、株

式１株につき５株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額  635円33銭

１株当たり当期純利益金額

           349円00銭



（注）１． １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
                                  

  ２． １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおり 

     であります。 

 
  

項目
前事業年度末

（平成18年３月31日現在)
当事業年度末

（平成19年３月31日現在)

貸借対照表の純資産の部の合計額
（千円）

― 713,729

普通株式に係る純資産額（千円） ― 713,729

普通株式の発行済株式数（株) ― 292,000

普通株式の自己株式数(株) ― ―

１株当たり純資産額の算定に用い
られた普通株式の数（株）

― 292,000

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 94,484 332,647

普通株式に係る当期純利益(千円) 94,484 332,647

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 54,145 288,742

当期純利益調整額(千円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益の算定に用いられた普通株式
増加数の主要な内訳（株）

  新株予約権 ― 16,016

普通株式増加数（株） ― 16,016

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり当期純利益
の算定に含めなかった潜在株式の
概要

第１回新株予約権（ストックオプシ
ョン、新株予約権の数1,620個）。
第２回新株予約権（ストックオプシ
ョン、新株予約権の数1,880個）。

＿＿＿＿＿＿＿＿     

 
 



(重要な後発事象) 

                                                 

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 当社 株式は、札幌証券取引所の承認を得て、平成18

年５月30日に「アンビシャス」市場に上場いたしまし

た。

 上場にあたり、平成18年４月25日および平成18年５月

９日開催の取締役会において、下記のとおり新株式の発

行を決議し、平成18年５月29日に払込が完了いたしまし

た。

 この結果、平成18年５月29日付で資本金は、101,610

千円、発行済株式総数は58,400株となっております。

①募集方法 :一般募集(ブックビルディ

ング方式による募集)

②発行する株式の種類及び数

：普通株式4,100株

③発行価格 ：１株につき56,000円

 一般募集はこの価格で行いました。

④引受価額 ：１株につき50,960円

 この価額は当社が引受人より１株当たりの新株払込

金として受け取った金額であります。なお、発行価格

と引受価額の差額は、引受人の手取金となります。

⑤発行価額 ：１株につき44,200円

 (資本組入額22,100円)

⑥発行価額の総額 ：181,220千円

⑦払込金額の総額 ：208,936千円

⑧資本組入額の総額 ：90,610千円

⑨払込期日 ：平成18年５月29日

⑩配当起算日 ：平成18年４月１日

⑪資金の使途 ：運転資金及びＭ＆Ａ資金

Ⅰ. 子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）につい

て

 「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等」の重要 

 な後発事象に同一の内容が記載されているため、記 

 載を省略しております。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ. 会社新設分割による純粋持株会社体制移行につい
て

 「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等」の重要  

 な後発事象に同一の内容が記載されているため、記  

 載を省略しております。 

Ⅲ. 株式会社弘乳舎の株式取得(子会社化)について

 「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等」の重要  

 な後発事象に同一の内容が記載されているため、記  

 載を省略しております。 



⑦ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 【株式】 

 
  

【有形固定資産等明細表】 

 
(注)１． 長期前払費用は、契約期間に基づき均等額を償却しております。 

２. 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

 
【引当金明細表】 

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

銘柄
株式数 貸借対照表計上額

(株) （千円）

投資有価証券  その他有価証券  株式会社創健社 171,000 34,542 

計 171,000 34,542

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

   建物 392 5,291 392 5,291 764 785 4,527

   機械装置 3,714 ─ ─ 3,714 1,218 728 2,495

   工具器具備品 4,700 17,590 2,217 20,073 4,002 3,865 16,070

有形固定資産計 8,807 22,882 2,609 29,079 5,986 5,379 23,093

無形固定資産

   ソフトウェア 3,600 2,697 ─ 6,297 1,990 1,510 4,307

   電話加入権 83 ─ ─ 83 ─ ─ 83

無形固定資産計 3,683 2,697 ─ 6,381 1,990 1,510 4,391

長期前払費用 1,211 6,091 1,205 6,097 2,030 2,186 4,067

（１）建物附属設備

   本社移転による設備の取得 5,127千円

（２）工具器具備品

   本社移転による機器の取得 4,476千円

   人員増強によるＩＴ機器の取得 4,187千円

通信設備の新設 8,433千円

（３）長期前払費用

   本社移転による敷金 6,091千円

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 1,407 ─ ─ 1,407 ─

賞与引当金 3,014 2,849 3,014 ─ 2,849

返品引当金 ─ 22,405 ─ ─ 22,405



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 売掛金 

     相手先別内訳 

 
                       

     売掛金の発生及び回収並びに滞留状況                       

 
                    

区分 金額(千円)

現金 148

預金

    普通預金 1,509,604

  郵便振替口座 1,889

預金計 1,511,493

合計 1,511,642

相手先 金額(千円)

佐川フィナンシャル株式会社 389,247

ＧＭＯペイメントゲートウェイ株式会社 116,733

楽天株式会社 75,881

株式会社ネットラスト 11,623

日本郵政公社東京貯金事務センター 9,959

その他 17,478

計 620,923

回収率  
（％）

滞留期間   
（日）

期首残高 （千円）
当期発生高   
（千円）

当期回収高   
（千円）

当期末残高  
（千円） （Ａ）+（Ｄ）

2

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）
(Ｃ)

×100
（Ｂ）

(Ａ)+(Ｂ) 365

178,538 10,055,247 9,612,862 620,923 93.9 14.5



③ 商品 

  

 
  

④ 製品 

  

 
  

⑤ 原材料 

  

 
  

⑥ 仕掛品 

  

 
  

区分 金額(千円)

セルスリムダイエット 4,461

フルーティ・ダイエット 4,274

うるおいdietZOSUI 3,980

黒豆アイ 3,523

癒しの香茶 3,384

濃縮大豆胚軸 1,214

その他 1,144

計 21,982

区分 金額(千円)

豆乳クッキーダイエット 8,978

豆乳とおからで作ったクッキー 1,741

計 10,719

区分 金額(千円)

豆乳クッキーダイエット関連 196,273

豆乳とおからで作ったクッキー関連 10

計 196,284

区分 金額(千円)

豆乳クッキーダイエット関連
28,509

計
28,509



⑦ 貯蔵品 

  

 
            

⑧ 関係会社長期貸付金 

           

 
              

区分 金額(千円)

広告用ちらし 111,734

商品・製品用資材 31,579

宣伝用商品券 3,205

印紙 56

切手 9

その他 2

計 146,586

区分 金額(千円)

健康パートナーズ株式会社 890,000

健康アグリマリーンゲート株式会社 650,000

計 1,540,000



⑨ 買掛金 
  

 
  

⑩ 短期借入金 

 
  

⑪ １年以内返済予定長期借入金 

 
  

相手先 金額(千円)

株式会社シェリエ 36,971

オルト株式会社 18,712

株式会社アイネット 11,403

株式会社五月ヶ瀬 9,676

株式会社テレサ 9,403

その他 2,698

計 88,866

区分 金額(千円)

株式会社りそな銀行 300,000

株式会社北洋銀行 300,000

株式会社西日本シティ銀行 100,000

商工組合中央金庫 50,000

株式会社八千代銀行 50,000

株式会社伊予銀行 50,000

計 850,000

区分 金額(千円)

株式会社みずほ銀行 333,600

株式会社りそな銀行 200,000

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 144,300

計 677,900



⑫ 未払金 
  

 
  

⑬ 未払法人税等 
  

 
  

  

⑭ 長期借入金 

 
               

                   

                            

                             

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

            

  

  

  

相手先 金額(千円)

株式会社ピーズ 146,102

株式会社ヤスキ 115,885

楽天株式会社 95,893

株式会社毎日エージェンシー 85,534

株式会社三光紙器工業所 65,752

その他 156,527

計 665,696

区分 金額(千円)

未払法人税 190,202

未払住民税 39,746

未払事業税 45,002

計 274,950

区分 金額(千円)

株式会社みずほ銀行 583,000

株式会社りそな銀行 350,000

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 255,700

計 1,188,700



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎営業年度終了後３か月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 該当事項はありません。

株式の名義書換

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単位未満株式の買取り

  取扱場所 ―

  株主名簿管理人 ―

  取次所 ―

  買取手数料 ―

公告掲載方法
当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故
その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 
公告掲載URL(http://www.kenkoucorp.co.jp)

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券届出書（一般募集による増資）及びその添付書類 

  平成18年４月25日関東財務局長に提出 

(2)有価証券届出書の訂正届出書 

  平成18年５月10日関東財務局長に提出 

  平成18年４月25日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(3)有価証券届出書の訂正届出書 

  平成18年５月19日関東財務局長に提出 

  平成18年４月25日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(4)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度第３期(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)平成18年６月30日関東財務局長に提

出 

(5)有価証券報告書の訂正報告書 

平成18年７月３日関東財務局長に提出 

平成18年６月30日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

(6)有価証券報告書の訂正報告書 

平成18年７月３日関東財務局長に提出 

平成18年６月30日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

(7)臨時報告書 

平成18年11月14日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告

書であります。 

(8)臨時報告書 

平成18年12月18日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告

書であります。 

(9)半期報告書 

事業年度第４期中(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)平成18年12月20日関東財務局長に

提出 

(10)臨時報告書 

平成19年１月24日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告

書であります。 

(11)臨時報告書 

平成19年３月23日関東財務局長に提出 



企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告

書であります。 

(12)臨時報告書 

平成19年３月23日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告

書であります。 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

健康コーポレーション株式会社 

 取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている健康コーポレーション株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、健康コーポレーション株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．（重要な後発事象）Ⅰ．に記載されているとおり、会社は、平成19年４月26日開催の取締役会の

決議に基づき、連結子会社である健康パートナーズ株式会社及び健康アグリマリンゲート株式会

社を平成19年５月28日付で吸収合併（簡易合併・略式合併）した。 

２．（重要な後発事象）Ⅱ．に記載されているとおり、会社は、平成19年５月15日開催の取締役会に

おいて、平成19年９月１日付で新設分割による純粋持株会社への移行及び商号変更することを決

議した。 

３．（重要な後発事象）Ⅲ．に記載されているとおり、会社は、株式会社弘乳舎を子会社化すること

を平成19年６月22日開催の取締役会において決議し、同日付で同社の発行済株式総数の３分の２

を超える株式を取得する内容の株式譲渡に関する基本契約書を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 小 田  哲 生 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 土 肥    真 ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。



  

独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

健康コーポレーション株式会社 

 取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている健康コーポレーション株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第３期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及

び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、健康コーポレーション株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

追記情報 

重要な会計方針７に記載されているとおり、会社は消費税等の会計処理を税込方式から税抜方式へ変

更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 小 田  哲 生 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 土 肥    真 ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。



  

独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

健康コーポレーション株式会社 

 取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている健康コーポレーション株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第４期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、健康コーポレーション株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．重要な会計方針５（３）に記載されているとおり、会社は、返品に伴う損失を返品 

を受けた期間の売上高の控除として処理していたが、当事業年度から過去の返品実績率に基づく

将来の返品見込額を返品引当金として計上する方法に変更した。 

２．（重要な後発事象）Ⅰ．に記載されているとおり、会社は、平成19年４月26日開催の取締役会

の決議に基づき、連結子会社である健康パートナーズ株式会社及び健康アグリマリンゲート株式

会社を平成19年５月28日付で吸収合併（簡易合併・略式合併）した。 

３．（重要な後発事象）Ⅱ．に記載されているとおり、会社は、平成19年５月15日開催の取締役会

において、平成19年９月１日付で新設分割による純粋持株会社への移行及び商号変更することを

決議した。 

４．（重要な後発事象）Ⅲ．に記載されているとおり、会社は、株式会社弘乳舎を子会社化するこ

とを平成19年６月22日開催の取締役会において決議し、同日付で同社の発行済株式総数の３分の

２を超える株式を取得する内容の株式譲渡に関する基本契約書を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 小 田  哲 生 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 土 肥    真 ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別



途保管しております。
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